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【略語一覧】

CPM：Community　Panel　Member
FGCI　Family　Group　Conference

RDS：Research，　Development，　and　Statistics

RJ：Restorative　Justice

RO：Referra10rder
YJB：Youth　Justice　Board

YOP：Youth　Offending　Panel

YOT：Youth　Offending　Team

VS：Victim　SupPort

序章　日本における「修復的司法（Restorative　Justice）」

　　　　　　　　　　　　くの
　Restorative　Justice（RJ）は「90年代から新世紀の刑事司法改革へ
　　　　　　　　　　　　　く　う
の社会的ムーブメントとなった」とされ、日本でも、1997年にRJが紹
くの

介されて以来、研究者・実務家を中心として、急速にRJへの関心が高

まった。その背景には、日本の少年司法（及び刑事司法）の置かれてい

た以下のような状況が在ったと言えよう。1つは、少年犯罪に対する社

会の不安感の高まりであり、もうユつは、犯罪被害者の権利運動の拡が

り、そしてその両者に起因する現行少年司法（及び刑事司法）への懐疑

である。このような状況に対する1つの反応が「厳罰化要求」であり、

全く別のもう1つのアプローチが「修復的司法への期待」である。「厳

罰化」への対抗軸となるべく、少年に「真の責任」を自覚させる方法と

して、もしくは被害者自身が関与できる司法形態として、もしくは市民

の司法参加の一形態として、RJによる「対話」の制度が注目された。

他方、RJに対しては、従来の少年司法の理念を強調する立場から、被

害者やコミュニティを重視することによる保護主義への抵触、適正手続

保障の欠如、（罪刑法定主義の観点から）処分の均衡性への疑問といっ

　　　　　　　　　　　　くの
た点について批判がなされた。しかし、これまでの議論の中で、RJの

「理念」やRJによって実現される「価値」の問題と、　RJによる「制度」

に関する問題は、意識的に整理され、議論されてきただろうか。日本の

RJに関する議論状況について、西村春夫は、「RJは、被害者と加害者
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が直接会話協議して、争いの解決の合意に至る非一懲罰的方式である」

との一般的理解に対して、それはRJのごく一面的な「技法」としての

理解にすぎず、「人々の怒りや、よく生きたいという切実な声を聞くこ

とから始まる」という「心（理念）を知らず、心を忘れて議論されてい

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くら　
るのは将来的に危ない現象である」と危惧している。RJの「理念」の

検討と、その理念に基づく「制度」の検討は別個のものであり、そして、

「理念」を実現するための「制度」構築にあたっては、この点を意識的

に考えていく必要がある。

　一方で、日本における「修復的司法」の実践動向に目を向けると、こ

こ数年、実務の様々な場面における取り組みが為されてきた。少年司法

手続においては、それぞれの手続段階で個別的に対話の取り組みが行わ
　　　くの
れている。具体的には少年審判段階における裁判官主導の試み、矯正段

階における少年院職員主導の試み、更生保護段階における保護観察官主

　　　　　　　　　　　　　　　　　　くの
導の試みである。また、弁護士主導の試みとして、岡山仲裁センターに

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　　
おける犯罪被害者と加害者の対話の試みがある。いずれも司法専門家が

主導する試みである。さらに、2001年に立ち上げられた千葉「被害者加

害者対話の会センター」のようなNGO主導、つまり市民も含めたコミュ

　　　　　　　　　　の　
ニティ主導の試みもある。これらの実践は、現行の少年司法の枠組みは

維持したまま、その段階に応じて、もしくは手続終了後であっても、当

事者のニーズに合わせた「対話」を行うことをコーディネイトしょうと

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロの
する試みであるが、その動機、方法、目的は様々である。それぞれの実

践を通じて、まず経験を積み重ねることにより、その経験の中から担い

手の育成や対話の在り方について理論化していこうとする動きであると

いえる。

　さらに、「修復的司法」に関するもう1つの動向として、近時、注目

すべきものがある。2004年3月、警察庁が「少年非行防止法制に関する

研究会」（座長・前田雅英東京都立大教授）を設置し、非行少年等の早

期発見・早期保護を推進する上で警察の果たすべき役割と法的な位置付



（4）　　455イギリス少年司法における委託命令（Re∬erral　Order）について（森久智江）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロめ
けを明確にするという観点から、主に以下の2点を検討するとした。1

つは「不良行為少年・要保護少年の早期発見・早期措置のための補導・

保護i法制の在り方」について、もう1つは、「非行少年の大多数を占め

る軽微事案に係る少年の処遇・再非行防止対策の在り方及び対策の中心

となるべき地域社会の非行防止機能の回復のための法的枠組み」につい

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くユの
てである。同年8月までに計5回の研究会を重ね、中間報告が出された。

中間報告では、まず、「ケア」か「コントロール」か、という警察等に

よる介入の位置付けが問題の中心とされ、以下のような課題が挙げられ

ている（下線、引用者）。

○少年の健全育成に関する保護者の責任の明確化。また、少年が保護者の

　監護下にない場合に、地域住民・地方公共団体には、保護者に代わって

　少年の非行防止及び保護のための必要最低限の措置をとる責務があると

　言い得るのではないか。

○少年の補導に関する手続等の法定。少年法における保護処分とも児童福

　祉法における要保護児童に対する措置とも異なる継続補導（立ち直り支

　援）を、異なる法体系で整理する必要があるのではないか。

○「不良行為少年」の定義。従来、少年法・児童福祉法いずれの対象にも直

　ちにはならないが、指導を行ってきたような少年に関して、新たな定義

　の必要性がないか。

○警察職員による補導措置の権限明確化。

○少年非行ボランティアなどへの国・地方公共団体による支援強化と連携。

○地域少年非行防止協議会の設置。市町村等を単位として、問題を抱える

　個別の少年やその保護者を支援するための活動の調整等を行う組織とし

　て、地域の関係機関と少年非行防止ボランティア等による協議会の設置

　が必要なのではないか。

　この研究会では、第1回から、委員が1998年以降のイギリス労働党ブ

レア政権による少年司法制度改革について言及し、第3回では、「イギ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くユヨ　
リスの少年立直り法制の概要」と題した資料が配布され、委託命令

（Referra10rder）も含め、イギリスの少年非行防止体制が「かなり機

能しているとの評価を受けている」ものとして紹介されている。中間報
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告にある「地域少年非行協議会」についても、イギリスにおけるYouth

Offending　Team（YOT）をモデルに、各関係機i関ネットワーク構築の

核として、「凶悪犯罪にはタッチしないで、日本でいう不良行為少年あ

たりの少年にかなりのウエイトを置いている」常設の組織が必要である

という認識に基づき、中間報告に入れられたものであることが窺える。

さらに、第1回研究会において、「修復的予防」という言葉が委員から出

せられ、警察と地域社会やボランティアとの連携によって、「修復的視

点（被害者の視点も含め）をどうやって入れていけば、地域の非行防止

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　
機能回復に寄与するかを検討しなければならない」とも述べられている。

特に、警察段階での「修復的司法」プログラムが最も現実的で「警察の

テリトリーの中での議論になるべくしていかなければならない」という

発言も見られる。また、この研究会に関連する調査研究会として、同じ

く警察庁が2004年4月に設置した「修復的カンファレンス（対話集会）

に関する調査研究会」（座長・堤和通中央大学総合政策学部教授）があ
くユ　

る。2ヶ月に1回程度の頻度で検討を重ね、2004年度中に試験的実施の

ためのマニュアルを策定する予定であるとされている。具体的な調査研

究の概要としては、「修復的カンファレンス（対話集会）」の法的な位置

付け、対象とする非行少年の範囲、試験的に実施する場合における司会

者の要件及び具体的な実施要領、我が国における導入の可能性等に関し

検討を行うものであるという。つまり、警察主導の「修復的司法」プロ

グラムの実践可能性が現実的に模索され始めているのである。

　両研究会における「早期介入」、「予防」、「修復的」というキーワード

について、今後、イギリス少年司法の経験から具体的にどのような要素

を取り入れるのか、現段階では明確に示されてはいない。さらに、日本

において、近年のイギリス少年司法のRJの理念に基づく立法及び実施

されたプログラムについての具体的検討は必ずしも充分に為されていな

いのではないのではないか。また、後者の2つの研究会による動向は、

前者のような従来の日本における実務的な「修復的司法」の実践の取り



（6）　　453　イギリス少年司法における委託命令（Referral　Order）について（森久智江）

組みと比較すると、立法化により制度として国家機関主導の「修復的司

法」を導入する点で、明確に異なっている。このような日本における少

年非行防止法制検討の動きを前提とすれば、まず、イギリス少年司法に

おけるRJ理念に基づいて導入された制度について、具体的イメージの

共有が必要なのではないかと思われる。つまり、現行司法に導入された

「制度」としてのRJについて検討することが、現行司法とRJとの関

係性を明らかにすることに資すると考えるからである。本稿は、イギリ

ス少年司法において最初にRJの理念に基づいて導入されたとされる

Referral　Order（委託命令）を取り上げるものである。本命令の制度

概要及びその背景を概観することにより、イギリス少年司法において

「プログラム（制度）」としてのRJが、「理念」としてのRJをどのよ

うな形で実現したのか、従来のイギリス少年司法にRJが与えた影響を

検討する。また本稿を、今後、従来の少年司法ないし刑事司法にRJの

理念を導入する際の具体的問題点を分析・検討するための第一段階とし

て、また修復的司法の可能性と限界を検討していくための契機としたい。

注

（1）　日本においては「修復的司法」ないし「回復的司法」または「修復的皮

　義」等と訳されている。

（2）J．Braithwaite，‘Restorative　Justice’，　in　M。　Tonry（eds．），∬αη励ooん

　oゾC‘rピηzθαηd∫）槻どsんη泥磁（Oxford　University　Press，1998），p．324．

（3）　高橋貞彦「修復的司法　アオテアロアの少年司法一ニュージーランドか

　　ら世界への贈り物」『中山研一先生古稀記念論文集　第五巻』　（成文堂、

　　1997）252頁以下。

（4）　山口直也「修復的少年司法は新たな厳罰化をもたらさないか？」法学セ

　　ミナー574号（2002）73頁以下。

（5）　ハワード・ゼア（西村春夫・細井洋子・高橋則夫監訳）『修復的司法と

　　は何か一』（新泉社、2003）275頁（西村執筆による「訳者あとがき部分」）。

（6）　西村春夫「被害者・家族等の参加による少年の再非行防止に関する実証

　　的研究」平成12－14年度科学研究費補助金基盤研究（C）（1）研究成果報告書

　　（2003）では、保護観察段階及び神戸家庭裁判所段階での和解例と千葉「被

　　害者加害者対話の会運営センター」の実践例について報告されている。そ
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　　の他、保護観察官による取り組みについては、田中傳一「被害者遺族から

　　教わったこと」更生保護と犯罪予防141号（2003）61頁以下参照。．

（7）前野育三「修復的司法　市民のイニシアティブによる司法を求めて」犯

　　罪社会学研究27号（2002）19頁。

（8）高原勝哉「岡山仲裁センターにおける犯罪被害者と加害者の対話の試み」

　　『犯罪の被害とその修復：西村春夫古稀祝賀論文集』　（敬文堂、2003）317

　　頁以下。従来、民事紛争についての和解のあっせん及び仲裁を行っていた

　　仲裁センターを活用して、「被害者のニーズ」を中心に話し合い、そのニー

　　ズに合致した合意を成立させることを目的とするものである。

（9）　山田由紀子「『被害者加害者対話の会運営センター』の発足と実践」自

　　由と正義53巻5号（2002）58頁以下。センターは、「対話の会」を実現するた

　　めに日常的な広報、進行役の養成、事件の配転、資金確保、経費支出等を

　　行う運営機関だとされる。また、2004年4月より、関西ではVOMの仲

　　介を行うNPO団体「被害者加害者対話の会」が発足し、　HP
　　（http：／／www．vom。jp）等で対話の申し込みを受け付けている。

（10）　例えば、少年司法手続の一段階で裁判所、処遇機関、保護観察所によっ

　　て行われるものは、主に、行為者の更生や社会復帰を意図して、具体的に

　　手続に結果が反映されるものである。しかし、NGOや仲裁センターは、

　　被害者・行為者どちらからの申し出による対話も想定しており、被害者が

　　行為者の現状や事件のことを訊きたい、行為者が被害者に対して謝罪をし

　　たい、といった多様なニーズに基づいて行われ、あるべき合意や合致といっ

　　た一定の結果を必ずしも志向せず、対話の過程を重視する。

（11）　警察庁少年課「少年非行防止法制に関する研究会の設置について」（平

　　成16年3月18日）及び「少年非行防止法制に関する研究会における検討」

　http：／／www．npa．go．jp／safetylife／syonen14／hikouken．htm（2004年11月

　　現在）参照。また、この「検討テーマ」には、2003年12月に出された青少

　　年育成推進本部による「青少年育成施策大綱」http：／／www8．cao．go．jp／

　　youth／suisin／yhonbu／taikou．pdf（2004年11月現在）及び犯罪対策閣僚

　　会議による「犯罪に強い社会の実現のための行動計画」http：／／

　　www．kantei。go．jp／lp／singi／hanzai／kettei／031218keikaku．pdf（2004年

　　11月現在）それぞれにおける制度的検討に関する記述が参考として引用さ

　　れている。「犯罪に強い社会の実現のための行動計画」には「軽微な少年

　　事件」の「処理の在り方を検討する」こと、「補導の法的根拠の整備」、

　　「関係機関等の連携による少年サポートチームの普及促進」等が明記さ

　　れ、「青少年育成施策大綱」にもほぼ同旨の記述が見られる。これらの前

　提となったのは2002年4月から2003年4月まで1年間に渡って開催された

　　「青少年の育成に関する有識者懇談会」による「青少年の育成に関する有
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　　識者懇談会報告書」http：／／www8．cao．go．jp／youth／suisin／houkoku／

　　yhoukoku．pdf（2004年11月現在）と、鴻池祥肇国務大臣による「少年非

　　行対策のための提案」http：／／www8．cao．go，jp／youth／suisin／hikou／

　　genan．pdf（2004年11月現在）である。そもそも、青少年育成施策大綱は、

　　有識者懇談会報告書を踏まえ、2003年7月に出される予定のものだったが、

　　同年7月の長崎事件の際の鴻池大臣による「打ち首」発言によって、少年

　　犯罪に関する「勧善懲悪・信賞必罰」の強化、少年とその親の「責任の自

　　覚」、また一般に対する「規範意識の強化」が強調され、同大臣主宰の

　　「少年非行対策のための検討会」を設置・検討した上で、その結果を大綱

　　に反映させる結果となった。同年7月17日「青少年問題に関する特別委員

　　会」http：／／www．shugiin．go．jp／itdb＿kaigiroku．nsf／html／kaigiroku／

　　nf＿0073＿1．htm＃p＿top（2004年11月現在）においては、野党各議員から鴻

　　池「打ち首」発言に対して強い批判と青少年問題担当大臣辞任の要求が寄

　　せられた。しかし同大臣は「物の言い回し、例え」が「不適切」ではあっ

　　たとしたものの、発言そのものは撤回せず、近時の「凶悪な少年非行」へ

　　の対応として、有識者懇談会報告書の提言では不足している「今、国民が

　　求めていること」に応えるために、「少年非行対策のための検討会」の結

　　論が必要であると弁明した。「有識者懇談会報告書」においては、少年犯

　　罪対策は「少年本人への適切な配慮や保護」が抑止にも繋がるという観点

　　が示されていたところ、鴻池「提言」においては「保護という枠組みのま

　　まで、親も含め自己責任を自覚することには無理があ」るという観点に基

　　本視座が転換され、その上で、現行法制の「全件送致主義」への懐疑と、

　　「警察の感化力を信頼」した成人における微罪処分に該当するような処分

　　の検討、また被害者への配慮と謝罪に関連して「修復的司法」による制度

　　の検討等が挙げられている。

（12）少年非行防止法制に関する検討会「少年非行防止法制の在り方について

　　（中間報告）」http：／／www。npa．go．jp／comment／syounen1／hikoupub．pdf

　　（2004年11月現在リンク不可）。この中間報告は、一般からのパブリックコ

　　メントを求めるための前提として出されたもので、9月にコメント募集は

　　締め切られている（2004年11月現在結果未公表）。

（13）　この資料は日英犯罪減少対策フォーラム「地域を基盤とした犯罪減少対

　　策～英国の少年犯罪対策を参考に」で使用されたものだという。

（14）　「第1回　少年非行防止法制に関する研究会議事要旨」http：／／

　　www．npa．go．jp／safetylife／syonen14／hikouken．htm（2004年1！月現在）

（15）　警視庁少年課による文書「修復的カンファレンス（対話集会）に関する

　　調査研究について」http：／／www。npa．go．jp／safetylife／syonen14／

　　no3pdf／no3sr7．pdf（2004年11月現在）参照。
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第1章　Restorative　Justiceの理念と制度

1－1　Restorative　Justiceの理念による制度

　日本に初めてRJの1つとして紹介されたのは、ニュージーランドに
　　　　　　　　　　　　　　　　う
おけるFamily　Group　Conference（FGC）であり、またこれは現在ま

でに多くの文献で最も詳細に取り上げられているRJの実践例でもある。

ニュージーランドは『1989年子供・若者・家族法（Children，　Young

Person　and　Their　Families　Act　1989）』により、従来の少年司法の

中に、マオリの伝統的司法における『恥』の概念を取り入れ、少年司法

における国家の権限を裁判所からFamily　Group　Conferenceへ移転し、

そこに少年行為者と被害者、その家族、警察、コミュニティの人々等が

集い、対象犯罪そのものや少年行為者の処遇について話し合うというも

のである。その成功率は極めて高いとされ、FGCにおける参加者間の

合意率は90％、少年裁判所への出頭率が4分の1以下に減少し、1993年

の司法省公式レポートによれば、実施から5年で少年の起訴率が27％下

がったという。

　このニュージーランドのRJモデル成功は、政治的、学術的、経済的

に、ニュージーランドから多分に影響を受けてきた隣国オーストラリア

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロの
にも波及した。オーストラリアのRJプログラムは「ワガ・ワガモデル」

に象徴される。「ワガ・ワガモデル」は、1991年に開始された法廷手続

からのダイバージョン・プログラムで、オーストラリアの少数民族アボ

リジニーの部落に残る儀式に学び、少年行為者、被害者、警察官、コー

ディネーター等が一堂に会して話し合うものである。オーストラリアで

は、このプログラムの実践に関して、Re－lntegrative　Shaming　Ex－

periments（RISE）プロジェクトやSouth　Australia　Juvenile　Justice

（SAJJ）プロジェクトによる科学的な「点検／評価」が行われ、その

結果、概ね肯定的な評価が示された。
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　ニュージーランドとオーストラリアのRJプログラムの最も根本的な

相違点は、前者は少年がそのコミュニティに留まる必要性を強調し、飽

くまで組織的に運用され、行政上の責任を社会福祉局に委ねているのに

対し、後者は警察に委ねられ、警察を通じて因習的にコントロールして

　　　　　　　　　　　　　　　　く　　
実施されている点にあると指摘される。そのため、前者は施設収容を減

少させ、被害者及びコミュニティいずれをも満足させる結果が得られた

が、後者はその非公式さ故に少年の権利保障がおろそかにされ、結果的

に刑事司法システムに取り込まれる数が増えている（いわゆるネットワ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くユ　ラ
イドニングといわれる状況）という評価がある。

　また、アメリカでは、州単位で多様なRJプログラムの実践が行われ
　　く　
ている。1974年のカナダに端を発し、アメリカ・カリフォルニア子等で

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　の
も行われている被害者・行為者和解プログラム（Victim－Offender

Reconciliation　Progran1）（VORP）は、量刑上の選択肢の1つとして、

加害者が調停者（rnediator）の援助のもとに、犯罪から生じた害につ

いて協議したり、被害弁償（restitution）の金額や形式について合意

を得るために被害者と面接したりするものである。当初は被害者の刑事

手続参加、加害者との直接面接によって金銭的賠償を受けるのみならず、

精神的被害を解消する機会をも付与されるという被害者救済プログラム

であった。しかし現在は、このプログラムに基づく加害者の社会奉仕に

よって、市民感情の緩和、コミュニティへの貢献、プログラム参加加害

者の再犯率の抑制といった結果が得られ、コミュニティにおけるRJプ

ログラムの一類型として認知されている。

　他にも、数々の大小様々なRJプログラムが世界中に存在し、その実

践が行われる中、2002年4月には、国連犯罪防止刑事司法委員会第11会

期で「刑事事象におけるRJプログラムの活用に関する基本原則

（Basic　Principles　of　restorative　justice　programmes　in　crimina1

　　　く　
matters）」という国連準則も採択され、　RJに関する議論も学問的関心

として成熟しつつある。しかし、未だ理論的に体系化されていない問題
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も多く、各プログラムの実践から理論を模索している段階にあるといえ

るだろう。

1－2　対置概念としてのRJ
　　く　
　Zehrによれば、　RJとは「一定の具体的な方法、施策、プログラム

を示すものではなく、一定のアプローチ、グローバルな考え方、すなわ

ち『ものの見方』を示すものである」という。そして、RJは「新しい

司法形態ではなく、むしろ現代以前の司法形態に耳を傾けることが我々

　　　　　　　く　
に何かをもたらす」というのである。Christieが「国民の共有財産とし

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　ての紛争（Conflicts　as　Property）」で論じた「紛争」について、近代

国家ではそれを「犯罪」と定義した。そしてその解決過程及び手段は、

コミュニティ・被害者・加害者といった「犯罪」の直接の当事者から国

家によって奪われたのである。このような従来の刑事司法を「国家」対

「行為者」という図式で「応報的司法（Retributive　Justice）」と捉え、

それに対置する概念として、RJを定義する。従来の応報的司法に対し

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　
て、RJの注目すべき点は主に以下の2つの点である。1つは「犯罪に

対応する反作用側の理論を問題」とするのではなく、「犯罪それ自体の

見方を問題とし、それを変えた」点である。犯罪は「抽象的な法規範違

反」ではなく、「関係の侵害」であり、それに対する反作用は必然的に

「害の修復・回復」になるということを示す。もう1つは、「被害者とコ

ミュニティを司法の中に包含した」点である。「犯罪という紛争」を被

害者や行為者に取り戻すこと、特に「被害者を手続に参加させることが

RJの出発点であることに注意しなければならない」という。これらの

点は伝統的刑事司法への批判としてのRJの消極的利点である。

　　　　　　　　　く　
　また、Braithwaiteによれば、　RJとは「再統合的な恥の付与

（Reintegrative　Shaming）」の過程であり、それは「法を遵守してお

り、また尊重に値する市民のコミュニティへ行為者を戻す為に、赦しの

態度と言葉を通して、行為者を逸脱者として見なくなる（＝再統合する）
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為に、行為者が恥を自覚すること」であるという。つまりそこには、コ

ミュニティと行為者と被害者間の「集団や人間相互間の連帯・相互尊敬

関係の回復」や、コミュニティが「被害者・行為者双方に本来の『力』
　　　く　　ラ

を与える」意義があるとされる。これが、「善良な社会（good　society）」

の要請というRJの積極的利点である。

　このように、RJは伝統的刑事司法への批判と、「善良な社会」とい

う要請の2つの側面から発生した概念なのである。

1－3　RJプログラムに関するモデル論と定義

　世界各国で多様な実践形態が形成されているRJを定義するのは非常

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　
に困難であるが、Umbreitによる経験的四分類のように、類型別に整

理する試みはこれまでも為されてきた。近年では、RJの基本理念は共

通でありながら、本来的な理念をより重視するか、実践の拡大を重視す

　　　　　　　　　　　　く　う
るかによって2つのモデル論に大別される。

　　　　　　　　　　　くヨリ
　1つは1992年にMarshallが提示した「純粋モデル（Purist　Mode1）」

である。これは「当該犯罪に関係するすべての当事者が一堂に会し、犯

罪の影響とその将来への関わりをいかに取り扱うかを集団的に解決する

　　　　　　く　
プロセスである」という。このモデルの最も典型的な例として、先述の

FGCやコミュニティ会議が挙げられる。純粋モデルにおいては、被害

者の修復、行為者の責任、コミュニティの支援の3要素が絶対的構成要

素である。

　　　　　　　　　　く　
　もう1つはWalgraveらによって主張されている「最大化モデル

（Maximalist　Model）」である。これは「犯罪によって生じた害を修復

することによって、司法の実現を志向する一切の活動である」という。

つまり、純粋モデルを包含しつつも、その範囲に限定されず、「害の修

復」を中核として、RJを広く解釈するモデルである。

　ドイツでは1980年代から、行為者に対する刑事手続を中核に、その中

で被害者の利益を考慮し、行為者の処分に影響を与えようとする「行為
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者と被害者の和解（Tater－Opfer－Ausgleich）」と呼ばれる制度が論じ
　　　　く　
られてきた。1994年犯罪対策法において「行為者と被害者の和解」と損

　　　　　　　　　　　　　く　
害回復に関する規定が導入され、行為者が損害回復そのもの、もしくは

それを目的として真剣に努めたと認められる場合には、その事実を行為

者の刑の減軽等、処分に反映する旨が規定された。その後、1999年刑事

訴訟法の一部改正においては、検察官や裁判所に対して、手続のいかな

る段階でも和解の可能性を検討し、和解に適した事件では、その実現に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ラ
向けて積極的に努力することが義務付けられた（！55条a）。ドイツ法に

おいて特徴的なのは、飽くまでも行為者に関する手続を中核としている

点である。ニュージーランド等のRJプログラムと比較すると、コミュ

ニティの関与もなく、「純粋モデル」の観点では、RJの一形態である

とは認められないが、「最大化モデル」の観点では、このような形態も

RJとして許容されることになる。　RJの実現形態として、目指すべき

最終到達点は飽くまでも「純粋モデル」であるとしても、RJの発展途

上形態として、このような制度は在り得るかもしれない。また、行為者

に関する従来の刑事手続的権利保障という見地から考慮すれば、このよ

うな形が現行の刑事司法の枠内におけるRJ実践形態としては、適応が

容易であるとも考えられるだろう。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　
　このような種々のRJプログラムの多様性を踏まえ、吉田敏雄はRJ

の概念を正確に定義することの重要性について「不明確に定義された言

葉の利用によってこの概念の誤解が生ずるばかりでなく、その実践の阻

害要因にもなりかねないという特別の理由」のために、RJの輪郭を描

き出す必要に迫られていると指摘する。近年のRJをめぐる議論には、

従来の刑事司法の観点からRJを評価するにあたり、その概念が明確で

ないことにより誤解が生じ、肯定的評価も否定的評価も、互いの批判に

対して十全に応答できないという困難な状況にあるのではないか。それ

が、RJが置かれている現状、すなわちRJが従来の刑事司法とどうい

う関係にありうるのか、またどうあるべきなのかが解明されていないこ
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とを意味するものであるといえよう。

1－4　日本における「修復的司法」への期待

　RJが日本に紹介されて以来、日本における「修復的司法」は具体的

に何を期待され、また何故注目されてきたのだろうか。

　1つは、従来の刑事手続（少年司法手続も含む）の改善という観点か

らの期待である。日本においては、民事裁判と刑事裁判は完全に峻別さ

れているため、刑事裁判や審判で明らかにならない事実（当事者にとっ

ての「真実」）を求めて、被害者またはその遺族が損害賠償請求という

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　
形で、また逆に、行為者側が真実発見のために、民事裁判を起こすこと

も決して少なくない。このような制度的「不自然さ」もしくは「欠陥」

が存在し続けてきた日本の状況の中で、「修復的司法」は、被害者の手

　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　
続参加、被害者へ情報提供や賠償の可能性を示し、「被害者関係的刑事

　　　　　　　　　　く　
司法へのパラダイム転換」として期待された。しかし実際には、日本に

おける犯罪被害者の「修復的司法」に対する反応は必ずしも一様に好意

　　　　く　
的ではない。また、近年日本において導入された被害者保護法による裁

判優先傍聴、公判記録の閲覧・謄写、改正刑事訴訟法による証人への付

添、遮蔽、ビデオリンクによる証人尋問、意見陳述といった一連の法的

な被害者保護措置は、従来の刑事司法の枠内で可能な被害者対策に留まっ

ており、新たな人的・物的資源をそれほど要しない範囲のものである。

これらはRJが志向する「被害者関係的」な理念に近付くものにはなつ
　　　く　
ていない。

　もう1つは、行為者の社会復帰の促進という視点からの期待である。

「修復的司法観は（中略）社会復帰思想や少年の成長発達権との関係で

　　　　　　　　　　　　　く　の
は、継承的である」という指摘があるが、世界の種々のRJプログラム

の多くは、まず少年に関する手続に導入されている。それは、少年がよ

り可塑性に富む存在であるため、RJプログラムによる再社会化という

効果をより期待できると考えられたからである。日本においては、少年
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行為者について、従来の教育的処遇から処罰への移行を論点とした近年

の少年法改正論議と相肩って、矯正における「義務感・責任感」を醸成

　　　　　　　　　　　　　　ぱの
し、少年矯正を再構築する必要性が生じていたとされる。そこには、被

害者との関係修復のみならず、コミュニティとの関係修復を為すことも

含まれる。他方、西洋的な個人主義ではなく、間柄主義と呼ばれる我が
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　　ラ
国の風土に、実は土着的なRJの素養があるとの見方もあり、そうであ

れば、関係修復が社会復帰の為の条件として重要な要件の1つとなり得

る。しかし、従来の少年の健全育成のみを中心とする保護主義の観点、

もしくは少年司法における適正手続保障の観点は、少年行為者が非公式

な「修復的司法」手続の中で、被害者やコミュニティの人々と対面する

ことから生じ得る問題性に鑑みると、「修復的司法」の導入とは相容れ

　　　　　　　　　　　く　
ないのではないかとされる。また、現行の少年司法制度においては、こ

のような「修復的司法」の実践を総合的に行う時間的猶予・人的資源も

なく、社会的コンセンサスも得られていない。前述の通り、家庭裁判所、

少年院といった各機関が現行制度の枠内で独自にRJ的手法を用いた和

解例もあるが、それは極めて稀なケースであり、少年司法制度全体がそ

のような取り組みに積極的な姿勢を示すには、その社会的環境も含めた

実践的・具体的問題点が十分に検討されておらず、そもそもRJに関す

る原理的な検討、共通理解も不十分な現状にある。

　というのも、現在までに日本に紹介され、議論されてきたのが、主に

RJプログラム実践例の紹介とその制度に関する議論の蓄積であったた

めに、前述の通り、現行刑事司法ないし少年司法との具体的な関係性が

不明確であることに由来するのではないだろうか。特に、ニュージーラ

ンドやオーストラリアにみられるような民族的もしくは宗教的バックグ

ラウンドを持たない国において、立法によりRJプログラムを導入する

場合、その具体的問題点が見えてこないということが、困難の前提にあ

るように思われる。RJに関する原理的検討を今後進めていく上でも、

このような場合の問題点を抽出しておくことが、現行司法との関係性を



（16）　443　イギリス少年司法における委託命令（Referra10rder＞について（森久智江）

把握する上で有効であるものと考える。

1－5　RJプログラムとしての委託命令の特徴

　イギリス少年司法における委託命令によって組織される少年犯罪パネ

ル（Youth　Offending　Panel）（YOP）は、「少なくとも3つの根源か

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　の
ら明白に、あるいは暗黙のうちに導き出された」という。

　1つは1971年からスコットランドで行われている児童聴聞制度、もう

1つはニュージーランドやオーストラリア等におけるFGCのような

RJの純粋モデル、そしてもう1つは、テムズバレー警察の「警告制度」

や、イングランド及びウェールズで発展してきたメディエーションの歴

史である。ところが、実際のYOPは、以上3つの根源からさらに発展

し、結果的に独自の形態を成した。

　当初、政府はYOPにマジストレイトやYOTメンバー、警察官といっ

た従来の少年司法に関する専門家も含むことを予定していた。しかし、

パネルは刑事司法的判断を為すべきところではなく、パネルメンバーは

専門的知識を持つ者よりも、少年や被害者の心情を理解して扱うことが

できる個人的資質を有していることが重要であると考えられた結果、

YOPをリードするのは、コミュニティの代表たる非専門家ボランティ

ア、Community　Panel　Memberとなった。

　立法により導入され、全国的に画一化された枠の中で実施されるRJ

プログラムは、どのようにRJを実現しようとするのか。また、コミュ

ニティの代表たる非専門家は、プログラムにおいて、どのような役割を

果たすのだろうか。

　以下、イギリス少年司法における委託命令について、その方法・効果・

問題点を、主にRDSによる委託命令導入に関する3つの報告書を元に、

現実に運用されているプログラムの内容から具体的に検討する。



九大法学90号（2005年）442　（17）

注

（16）高橋貞彦・前掲註（3）252頁以下。ニュージーランドのFGCについて

　　は、他に前野育三「修復的司法の可能性」法と政治50巻1号（1999）17頁

　　以下、高橋貞彦「ニュージーランドの修復的司法」罪と罰39巻3号（2002）

　　45頁以下。なお、ニュージーランドにおける修復的司法の実践例について

　　はジム・コンセディーン／ヘレン・ボーエン編（前野育三／高橋貞彦監訳）

　　『修復：的司法　現代的課題と実践』（関西学院大学出版会、2001）第二部以

　　下が詳しい。

（17）細井洋子「オーストラリアにおける修復的司法」罪と罰39巻4号（2002）

　　43頁以下。オーストラリアの修復的司法については、他にロバート・フィ

　　ッツジェラルド（原田隆之訳）「オーストラリアにおける修復的司法」刑

　　政112巻7号（2001）、矢代龍雄「オーストラリアにおける少年刑事司法政

　　策」家庭裁判所月報54巻3号（2002）も詳しい。

（18）高橋貞彦「なぜ少年法改正なのか？一非行を犯してしまった少年は、如

　　何に、処遇されるべきか一」産大法学32巻2・3号（1998）193頁。

（19）　前野・前掲註（16）25頁以下でも、オーストラリアの修復的司法制度に

　　関して、警察主導によるプログラムにおいては、修復的司法概念の「変質

　　の可能性」を危惧する強い批判があることを述べている。

（20）　アメリカにおけるRJプログラムの実践形態は、　Victim　Offender

　　Med－iation（VOM）、　FGC、　Sentencing　Circle（SC）、　RB（RP，CB）

　　の4つに分けられるとされ、VOMは、ミネソタ大学Umbrait教授が強

　　力な推進者となって「90年代にはアメリカ全土で300を数えるまでになつ

　　た」とされる。細井洋子「アメリカ合衆国の修復的司法」罪と罰41巻1号

　　（2003）50頁。

（21）藤本哲也「アメリカ犯罪学の基礎研究（20）」比較法雑誌22巻2号（1988）

　　85頁以下、岡本美紀「アメリカ犯罪学の基礎研究（55）」比較法雑誌31巻2

　　号（1997）226頁。なお、アメリカには三等により相当多様な修復的司法プ

　　ログラムの実践が行われている。他に丸山嘉代「アメリカ合衆国フロリダ

　　州における修復的司法の実践例」罪と罰41巻1号（2003）64頁等。

（22）　Basic　Principles　of　restorative　justice　programmes　irl　criminal

　　matters，　UN　Doc．　E／CN．15／2002／ユ4，（2002）なお、邦語訳は山

　　口直也「修復的司法に関する国連基本原則の成立」法学論集49号（2003）

　　143頁の翻訳資料がある。

（23）　H．Zehr，0んαπg加g五εηsθs，／l　N2ωFocμ8！br　Or‘mθαπd　Jμs亡εce

　　（Scottsdale：PA，　Herald　Press，1990），　p。99．

（24）Weitekampはこれを「古代の司法形態（ancient　forms　of　justice）」

　　に見出すべきだとし、Consedineはそれが「現代における民族司法



（18）　441イギリス少年司法における委託命令（ReferraI　Order）について（森久智江）

　　（modern－day　indigenous　justice）」だとする。

（25）　N．Christie，℃onflicts　as　Property’，7んθBr漉sんJoμrηα♂qブOr加τム

　　几oZog：y，　Vol．17，　No．1（1977），　p．2．

（26）高橋則夫「リストラティブ・ジャスティスの国際的動向一修復的司法と

　　は何か一」現代刑事法40号（2002）13頁以下。

（27）　J．Braithwaite，　Cr加乙θ，8んαηzθ，αη（1　Rθ‘鷹θgrαあ。η，　（Cambridge：

　　Cambridge　University　Press，1989），　p．184－186．

（28）渥美東洋「リストラテイブ・ジャスティスという考え方」現代刑事法40

　　号（2002）6頁。

（29）　G．Bazemore　and　M。　Umbreit，　Co碗rθπcθs，αrcZθs，βoαr4s，αη4

　　ル距厩α乙10ηSJ丑θSむorα孟1ひθ」μS亡ICθαπ01α乙詑θη一τπ00んθ1ηθ1τ亡加むんθ石1θS

　　porzsε古。　yb碗んσrピητθ（Office　of　Juvenile　Justice　and　Delinquency

　　Prevention，1999），　p．6．この類型一覧表日本語訳は西村春夫「コミュニ

　　ティ意思決定モデル1　実施と過程」刑法学会分科会資料（2001）に所収。

（30）　西村春夫「対審から対話へ、対話から合意の決定へ：修復的正義再訪」

　　罪と目皿39巻1号（2001）48頁。．

（31）　T．Marshall，‘Restorative　Ju合tice　on　Trial　in　Britain’，　in

　　Messemer　and　Otto（eds．），」兜εs乙or面。ε」’μs61cθoη7磁ご∴Pl晦♂Zsαη4

　　PO伽亡翻8（ゾ碗C蕊m－0μθη4εrM副磁0η一聯θrηα古‘0παZRθSθαroん

　　PεrSpec伽θs（Boston：Kluwer　Academic　Publishers，1992），　p．15－28．

（32）　P．MCCold，‘Restorative　Justice　and　the　Ro！e　of　Community’，　in

　　Galaway／Hudson　（eds．），　Rθs亡orα6‘びθ♂ωs亡‘oθ」どη6θrηα古めηαZ　pεrspθo一

　　伽θs（Mousey，　NY，　Criminal　Justice　Press，1996），p．85．

（33）L．Wa！grave，‘What　is　at　Stake　in　Restorative　Justice　for　Juveniles’，

　　in　Bazemore／Walgrave（eds．），Rθsむorα伽θ」岬θ漉ε」μ8痂θ沼〔脚1航9

　　6んθ飾rηzqプK航んC珈zθ（Mousey，　NY，　Criminal　Justice　Press，1999），

　　P．11－16．

（34）高橋則夫「ドイツの修復的司法」罪と罰39巻2号（2002）53頁。

（35）　ドイツ刑法46条a「行為者が①被害者との和解の達成に努力して（加害

　　者と被害者の和解）、その所為の全部または大部分について損害回復をし

　　たとき、若しくはその損害回復を真剣に努めたとき、あるいは②損害回復

　　が行為者に著しい個人的給付または大部分について補償したときは、裁判

　　所は、刑法49条1項により、その刑を減軽し、1年以下の自由刑または

　　360日分以下の罰金刑が科されるときは、刑を免除することができる」。同

　　種の規定は刑法56条2項（保護観察のための刑の延期）、56条b2項（保護

　　観察の遵守事項）、59条a（刑を留保して行う警告）にも導入された。

（36）　その他153条aは「加害者と被害者の和解」と損害回復を独立の手続打



九大法学90号（2005年）440　（19）

　　ち切り事由とする旨、155条bは、検察官及び裁判所から和解機関へ個人

　　情報・記録の送付、和解機関の情報処理と利用方法の報告義務を課す旨を

　　規定している。

（37）吉田敏雄「リストラティブ・ジャスティスと刑罰理論」現代刑事法40号

　　（2002）22頁以下。

（38）　佐藤鉄男「犯罪被害者の救済と破産手続」小田中聰樹ほか編『渡部保夫

　　先生古稀記念論文集・誤判救済と刑事司法の課題』（日本評論社、2000）

　　641頁。

（39）　前野育三「修復的刑事司法観」刑政109巻12号（1999）80頁、前野育三

　　「刑事司法における加害者一被害者関係」産大法学32巻2・3号（1998）

　　268頁以下。

（40）　高橋則夫「被害者関係的刑事司法と回復的司法」法律時報71巻10号

　　（1999）10頁以下。

（41）　もちろん、被害者は千差万別であり、一概に被害者が「修復的司法」に

　　対して否定的な見解を持っているといえる訳ではない。それは、既に行わ

　　れている「修復的司法」の実践に、被害者からの申し出によって設定され

　　た対話も存在している点を考慮すれば、被害者のニーズの1つとして、

　　「修復的司法」による「対話」も有り得るということであろう。

（42）　吉田敏雄「被害者にやさしい刑事司法？一そのモデル論的考察」小田中

　　聰樹ほか編『渡部保夫先生古稀記念論文集・誤判救済と刑事司法の課題』

　　（日本評論社、2000）635頁以下。

（43）　前野育三「刑事司法・少年司法の修復的司法化の試み」法と政治51巻2

　　号（2000）542頁。

（44）藤岡一郎「制裁機能の一視点一少年司法の場合一」産大法学32巻2・3

　　号（1998）264頁Q

（45）赤塚康「リストラティブ・モデルから見た我が国の刑事司法」刑政110

　　巻1号（2000）85頁。

（46）椎橋隆幸「リストラティブ・ジャスティスと少年司法」現代刑事法40号

　　（2002）45頁。

（47）　A．Crawford，‘The　Prospects　of　Restorative　Justice　for　Young

　　Offenders　in　England　and　Walesl　A　Tale　of　Two　Acts’in　K．

　　McEvoy　and　T．　Newburn（eds，），σ渤ぬoZogッ，　Coη顕。亡RθsoZ協。η

　　α1zd　Rθsωrα蕊zノε」μ8亡ど。θ　（London：Palgrave，2002），p．9



（20）　439　イギリス少年司法における委託命令（Re∬erral　Order）について（森久智江）

第2章　委託命令の設立とイギリス少年司法

2－1　イギリス少年司法について

　イギリス（特にここではイングランド・ウェールズを指す）の少年法

制の歴史について、その変遷は「一元化から二極分化、福祉モデルから
　　　　　　　　　く　　
正義モデルへの転換」と表される。

　現在、イギリスでは18歳未満を少年という。中でも10歳以上14歳以下

を児童（child）、14歳以上18歳未満を青少年（young　person）として

　　　　　　　　　　　　　　く　
いる。刑事責任年齢は10歳である。19世紀末までのイギリスでは、児童

も成人同様に拘禁されていたが、1908年児童法（Children　Act　1908）

第111条により、非行や犯罪を行った児童少年を専門に扱う少年裁判所
　　　　　　　くらの
（juvenile　court）が創設され、この際、少年への拘禁による処罰を廃

止した。その後の立法により、拘禁に代わる処遇として、収容所

（Detention　Centre）や出頭所（Attendance　Centre）が制度化され、

以来、児童に対する刑罰は禁止されてきた。

　1960年代には、児童少年の非行や彼らに対する虐待ならびに遺棄はす

べて同じ基本的原因（家庭的問題など）によって引き起こされるという

仮定の下に、少年非行問題を司法の領域から地域社会での福祉の領域に

移行するべきだという「福祉主義の純化政策」が労働党政権め下で提案
　　くらエ　

されたが、この政策は、当時増加傾向にあった少年犯罪の状況を憂慮す

るマジストレイトや警察等から強い反対に遭った。妥協の結果、1969年

児童少年法（The　Children　and　Young　Persons　Act　l969）は、最

も重要で特徴的であろうと思われた「（10歳から14歳への）刑事責任年

齢の引き上げ」、「14歳から17歳未満の少年の刑事訴追の制限」、「ボース

タル訓練送致年齢の17歳への引き上げ」の実施を断念し、少年裁判所の

存在は維持しながらも、その権限を縮小、地方自治体へ少年の処遇権限

を委譲するというかたちで社会福祉モデルの実現を目指した。更に、少
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年裁判所からのダイバージョンとしての警察による「警告」制度、中間

処遇が採用された。しかし実際には、1969年法が目指した「刑罰」に代

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くら　う
えて「処遇」を用いるという意図とは「まったく逆の現象」が生じてい

た。つまり、少年裁判所の存続により、保護・福祉を要する少年と、刑

罰主要素も含む厳格な監督・指導を要する少年とに分け、その対応を区

別しようとする動き、すなわち二極分化への流れである。

　さらに、政権交代による政策転換によって、1982年刑事裁判法
　　　　　　　　　　　　　く　
（Criminal　Justice　Act　l982）は、地方に委譲した処遇権限を再び少

年裁判所へ取り戻し、犯罪の重大性に応じて処遇を決定するような、福

祉主義の後退とも思われる方向性を示した。さらに、1982年法により、

少年裁判所はボースタル訓練に代わるYouth　Custodyへの収容を命じ

ることが可能となり、少年の施設収容者数が増加した。政府は、集中的

中間処遇プログラムに財源を割くことで、施設収容命令の削減を期待し

たが、少年裁判所はこれまで処分されなかった少年を中間処遇へ、中間

処遇に処されていた少年をYouth　Custodyへ収容し、結果的にネット

ワイドニングの様相を呈することとなった。

　その後、1989年児童法（The　Children　Act　1989）は、保護事件を少

年裁判所の管轄から外し、次いで1991年刑事裁判法（Crirninal　Justice

Act　1991）は少年年齢の上限を17歳に拡大し、少年裁判所を青少年裁
　　　　　　く　の
判所へと改めた。この改革の理由は、「地域社会を基盤とした少年の保

護iと福祉をより徹底し、少年裁判所を処分決定段階での『福祉か司法か』

というジレンマから救い、かつ社会的な公正と社会の安全を確保するこ

　　　　　　　　　く　う
と」であったとされる。しかし、このことは、年長少年への福祉主義の

拡大と解釈できる一方、児童少年への厳罰化でもあったと考えられるだ

ろう。

2－2　委託命令設立に至る過程

1997年5月の総選挙により労働党が政権を掌握し、ブレア首相の下で
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新たな政策が打ち出された。その一環として、11月に発表された犯罪に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　
関する白書「White　Paper：No　More　Excuses」には、それまでの保

守党政権のスローガンであった「犯罪に厳しく（Tough　on　Crime）」

に加え、さらに「犯罪の原因にも厳しく　（Tough　on　the　Causes　of

Crime）」という一文が掲げられた。

　1997年白書によれば、当時の少年犯罪の状況について、1996年の統計

から、成人を含めた全認知犯罪者のうち、10歳から17歳の少年が約15％

を占めているという。さらに、1995年の統計からは、全少年犯罪の4分

の1は、僅か3％の固執性少年犯罪者のみによるものであった。また白

書は、少年犯罪の発生要因について、経験の乏しい親のもとで養育され

たという親の指導監督能力の欠如、無断欠席の反復、犯罪者との接触を

主要な要因として挙げている。

　このような少年犯罪の状況と、英国民の「被害者になる不安感の強さ」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　
ゆえに、近年のイギリス政府の少年犯罪に対する厳格な態度は、保守党

政権時代の1997年3月に成立した犯罪量刑法（Crime　Sentences　Bill）

で10歳から14歳の少年にも拘禁刑を科すことが可能になったことにも表れ

ているように、一貫した姿勢であった。しかし、ブレア政権では「Tough

on　Crime」という保守党によるスローガンに加えて、さらに「犯罪原因

への取組み」を明言することで、従来の政策との差異を示したのである。

　そもそも労働党には、野党時代から青少年問題への取り組みに力点を

置いてきたという歴史があった。前述の1969年法も、労働党政権下で成

立したもので、これは少年司法に関する立法としては、イギリス史上最

も福祉的な理念を有する法であるといわれている。1996年には「青少年

の犯罪阻止（Tackling　Youth　Crime）」及び「青少年司法改革

（Reforrning　Youth　Justice）」という2つの文書を公表し、政権掌握

後の政策の柱として、少年犯罪対策を据えることを表明した。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ラ
　また、ブレア首相は従前より英国犯罪被害者援：助機構（Victim

Support）（VS）の諮問委員会の一員であり、積極的な被害者対策の展
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　　　　　　　　　　　くら　ラ
開も選挙公約に掲げていた。被害者対策は保守党も力を注いでいた党派

を超えた重要課題であり、票に繋がる政治的関心事でもあった。イギリ

スにおける被害者対策の歴史は犯罪対策と不可分で、1979年にVSが誕

生したきっかけも、保護観察官等が犯罪者の更生保護の観点から社会復

帰のためには被害者感情の緩和や第二次被害の問題に対処する必要性が

あると感じ、被害者支援組織を立ち上げたことだった。

　80年代には、保守党サッチャー政権が警察官の増員や待遇改善による

刑事司法の強化をその内容とする「法と秩序キャンペーン」を展開した。

それに対し、そもそも犯罪が増加しているという認識そのものが「モラ

ルパニック」に過ぎないとして、犯罪学者等が批判を展開したものの、

イギリス内務省は犯罪状況を正確に把握するため、1983年に「イギリス

犯罪調査（British　Crime　Survey）」の実施により、保守党政権の政策

　　　　　　　　　　く　
に根拠を与えようとした。これは、16歳以上の市民1万人に被害経験を

インタビューする形式で行われ、この調査により、公式統計に表れない

いわゆる「暗数」の存在が明確になった。同時に、被害者が刑事司法に

対して疎外感と不信感を抱いていることも明らかになった。この調査は

その後も数回に渡って続けられ、イギリスの刑事思潮に強く影響を与え

ているとされる。

　こうして、被害者の刑事司法に対する信頼感を回復する為にも、刑事

司法における被疑者の人権とともに、被害者の人権も尊重するバランス

のとれた刑事司法の実現が重要課題となった。1997年の当時の労働党は、

かつての「労働党政権の姿勢を変え、（行為者）個人の最善の利益より

　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　り
も、文字通りの修復と報復主義を重視する」ようになっていったので

ある。

　この政策を具体化する為の第一段階として、1997年12月から刑事立法

に関する審議iが開始され、1998年7月に1998年犯罪及び秩序違反法
　　　　　　　　　　　　　　　　　く　　ラ
（The　Crime　and　Disorder　Act　1998）が制定された。

　この法律は1997年白書を踏まえ、主に犯罪に対する「事前予防（早期
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介入）」及び「非犯罪化」を志向した内容になっている。「事前予防（早

期介入）」を志向する新しい命令として「反社会的行動命令（anti－

social　behavior　orders）」「性犯罪者命令（sex　offender　orders）」

「親権者命令（parenting　orders）」「児童保全命令（child　safety　or－

ders）」「児童外出禁止命令」「無断欠席者の指定場所等への移送」が規

定された。また「非犯罪化」を志向するものとしては、「薬物治療及び

検査命令」、「謎責及び警告」が規定された。「謎責及び警告」は、従来、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　
テムズ・パリー警察によって行われていた非公式な警告制度に、法的根

拠を与えたものである。さらに、有罪判決に付加して下される重要な命

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　
令として、「賠償命令（reparation　orders）」がある。これは、少年行

為者に対して被害者及びその犯罪の影響を受けた者への賠償作業を命じ

るもので、成人については金銭賠償も含む類似の命令が1972年刑事裁判

法で導入されていたが、1988年刑事裁判法では、有罪判決の場合裁判官

に常にこの命令を検討すること、出さない場合はその理由を開示するこ

とを義務付けた。しかし、これは成人についても少年についても、飽く

まで判決における付随的命令であり、単独で言い渡される命令ではない。

さらに、成人の賠償命令については、行為者の資産状況を検討した結果、

出されない場合が多いこと、被害者への賠償よりも行為者の家族の生活

が優先されること、そのような行為者側の事情から結局被害者が要する

賠償は得られない場合が多いこと等、国内での批判が強かった。少年に

ついてこの命令を導入する際、成入以上に金銭的賠償が困難であること

と、前述のような成人の状況を考慮した結果、金銭賠償ではなく、賠償

作業を義務付ける命令となったのである。

　またこのような命令の制定の他に特筆すべきは、コモン・ロー的「責任

無能力（Doli　incapax）の推定排除（第34条）」である。従来、「責任無

能力の推定」により10歳以上14歳未満の児童は合理的な疑いを超える立

証が可能で、かつ児童自身が自己の行為を悪いと認めた場合を除いて、

刑事責任を負うことはなかった。しかし！998年法では、労働党が公表した



九大法学90号（2005年）434　（25）

「青少年の犯罪阻止（Tackling　Youth　Crime）」にある「自己の行為に

責任を負う」ことを強化するため、内務省は、この「責任無能力の推定」

を「コモン・センスによって排除される」とした。

　組織改革としては、少年犯罪について研究・調査・検討する組織とし

て、第37条により国家レベルでの少年司法委員会（Youth　Justice

Board）（YJB）の設置、また第39条では地方自治体レベルでの少年刑

事司法システムの運用を行う少年犯罪チーム（Youth　Offending

Team）（YOT）の設置が規定されている。

　YJBは「少年犯罪者への早期介入」「裁判の迅速化」「犯罪防止プロ

グラムの改善」を大きな目標として掲げ、国務大臣が与えた指針に従っ

て行動し、犯行予防目的の達成程度と、関係基準の達成程度、また少年

司法システムの運用と少年司法業務の提供を監視する。逆に、YJBか

ら国務大臣に対しての助言も行う。

　YOTには、各地方自治体における専門家（プロベーションオフィサー、

ソーシャルワーカー、警察官、保健機関が指名した者、主席教育オフィ

サーが指名した者）が少なくとも1人参加し、管轄の地域内に居住する

者のための少年司法業務の調整や、国による「少年司法計画」実行のた

めの職務を遂行する。

　1998年法は、その「非犯罪化」と「早期介入」という目的のために必

要な命令と組織の整備を着実に進めている。それは一見、福祉モデルへ

の転換であるかのようにも見えるが、1997年白書の意図を踏まえれば、

政府の力点が犯罪少年自身のためではなく、社会防衛に置かれているこ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　
とが窺える。また既に指摘されているように、非行を犯した少年本人に

対してだけではなく、介入の対象をその親ないし保護者に求めている点

も特徴的である。それは日本における改正少年法25条2項の「保護者に

少年に対する監護責任を自覚させる」という趣旨にも通ずるところが

ある。

　この1998年法に続き、1999年少年司法及び刑事証拠法（The　Youth
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　
Justice　and　Crirninal　Evidence　Act　1999）は、1997年白書のもう1

つの側面であるRJ理念に基づく改革を規定しており、その中核を担う

改革こそ、「委託命令（Referral　Order）」である。

2－3委託命令（Referra10rder）

　委託命令の「委託」とは、「少年行為者をYOPへ委託する」ことを

指す。YOPの任務は「RJの概念を基礎とした理念」の実践であり、そ

の理念とは「回復（restoration）、再統合（reintegration）、責任（respon－

sibility）」の3Rであるとされる。この理念を反映した委託命令の原則

は「被害者を回復させること」「法律を遵守するコミュニティへの統合

を達成すること」「犯行の結果に対して責任を取ること」であるという。

　委託命令は少年裁判所または治安判事裁判所で、有罪を認めた初犯の

10歳から17歳の少年に対し、全てのケースで単独の命令として言い渡す

ことが可能である。ただし、裁判所が拘禁や治療が適切であるとみなす

場合は除かれる。裁判所は3ヶ月から12ヶ月の間で、犯罪の深刻さに応

じて、YOPで合意された契約が効力を有する期間を定め、命令を言い

渡す。

　YOPは1名のYOTメンバーと、コミュニティの代表としてパネル

に参加するボランティアスタッフ、少なくとも2名のCommunity

Panel　Member（CPM）によって構成される。この構成は、少年行為

者（young　offender）を扱う際に、少年の地元のコミュニティを関与

させるということを意図したものである。委託命令過程の修復的な資質

を最大限生かすために、パネル会議には様々な人々の参加を促す。それ

には以下のような人々を含む。

　●被害者またはコミュニティの代表者

　●被害者の支援者

　●少年の支援者

　●パネルが少年行為者に「良い影響」を与えるだろうと判断した人物
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　●署名者または通訳

　直接の被害者が出席しない場合、「被害者の視点を持ち込むことがで

きる者」を会議に招くこともある。「例えば、地域の公務員や相似した

被害を受けた経験のある個人」等である。

　最初の会議の目的は「契約」を設定することである。その会議には、

被害者も当該犯罪について行為者と共に話すために出席するか否かを選

択する。もし、合意に達することができなかった場合や行為者が契約に

署名する事を拒否した場合、少年は再度判決を受けるべく裁判所へ返戻

委託される。YOTは契約を聴取し、行為者の応諾を記録することに責

任を負う。

　パネルは、行為者と契約後の行為者の発達について話し合うため、少

なくとも1度、中間会議を開催する。そのような再検討の機会は、最初

の会議の約1ヶ月後に、その後中間会議は3ヶ月毎に設けられるのが望

ましいとされる。もし行為者が契約を変更したい場合、取りやめたい場

合、もしくはYOTが行為者が契約に違反したと認めた場合は、更にパ

ネル会議を行う。

　最終会議で契約内容の履行状況を検討した結果、それが承認され、委

託命令期間が無事終了すれば、命令はその効力を「使い果たされた」と

看倣され、少年の犯罪歴は消去される。

2－4　委託命令パイロット（試験運用）とその評価体制

　委託命令は、2000年7月から2001年12月までの18ヶ月間、11の地域で

試験的に運用された。その地域とはBlackburn、　Cardiff、　Nottingham

City、　Nottinghamshire　County、　Oxfordshire、　Swindon、　Suffolk、

Wiltshire、　Hamrnersmith　and　Fulham、　Kensington　and　Chelsea、

Westminsterである。2000年夏、順次各地域でパイロットが開始され、

2002年4月には全国的な委託命令導入が開始された。

　パイロットは、政府機関である委託命令推進班（Referral　Order



（28）　431イギリス少年司法における委託命令（Referral　Order）について（森久智江）

S七eering　Group）によって監督される。その機関は少年司法委員会

（Youth　Justice　Board）（YJB）によって指揮され、内務省（Home

Office）、　YJB、大法官省（Lord　Chancellor’s　Department）、教育雇

用省（Department　of　Education　and　Employment）、司法調査委員

会（Judicial　Studies　Board）、　RDS評価チーム（Evaluation　Team）、

警察（Police）、各地のYOT、　Victim　Support（VS）、　NACRO、　RJ

協会（Restorative　Justice　Consortium）の各機関の代表者によって

組織されている。

　イギリス少年司法への委託命令導入の評価は、Research，　Develop－

ment　and　Statistics　Directorate（RDS）内の委託命令評価チームが行っ

た。評価チームは、Goldsmiths　College、　University　of　Leeds、　Kent

University（後にAustralian　National　Universityも加わった）のそ

れぞれの研究者によって組織されている。

　RDSは政府の政策に関して情報を収集し、研究・評価を行い、その

情報と結果の公開を行うことで改善を図るよう提言する第三者機関で内

務省に属してはいるが、報告書の冒頭には「この報告書における見解は

著者によるもので、必ずしも内務省の見解ではない（政府の方針を反映

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　
しているのではない）」という旨が明記されている。

　2000年3月には、パイロットが始動するのに合わせて、評価のための調

査も開始された。報告書は3回に渡って公表され、第一報告書が公表さ

れたのは2001年1月、その後2001年後期に第二報告書、最終報告書が

2001年12月にそれぞれ出される予定であったが、実際に報告書が公表され

たのは第二報告書が2001年9月、最終報告書が2002年6月であった。
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　　Press，　Gosp　ort，　Hampshire，1998）．なお、本文中の訳語については、

　　横山潔「1998年犯罪及び秩序違反法（邦訳）」及び「1998年犯罪及び秩序

　　違反法解説」外国の立法205号（2000）を参考とした。

（63）守山正「リストラティブ・ジャスティスとコミュニティ・ポリシンダー

　　イギリスのテムズ・パリー警察活動を中心に一」現代刑事法40号（2002）

　　34頁。オーストラリアのRJ、ワガ・ワガモデルに端を発するもので、典

　　型的な警察主導のダイバージョンとして、イギリス国内でもとりわけ民族

　　混合地域であるテムズバレーの管轄内で独自に1990年代半ばから実験的に

　　導入された。形態としては、少年行為者とその家族等のみで行われる「修

　　復的警告」、それに被害者を加えた「修復的カンファレンス」、さらに地域

　　の代表者も出席する「地域的カンファレンス」がある。1999年10月までに

　　実施された件数は約5，000件以上で、その成行状況は、再犯率の著しい減

　　少が見られているとのオックスフォード大学犯罪研究センターの調査結果

　　がある。しかし、対象者の法的地位について等、1998年法及び1999年号で

　　の法整備のみでは不十分であるとの批判もある。

（64）　守山正「イギリスにおけるリストラティブ・ジャスティスの問題点～

　　1998年犯罪・秩序違反をめぐる論争～」捜査研究587号（2000）13頁。ま

　　たWasikに依れば、「賠償命令」は、「犯罪行為の重大さ」が考慮される

　　という点から、被害者を考慮した修復的司法観点に基づくものではなく、

　　「新しい制裁」であるという。M．　Wasik，‘Reparation：sentencing　and

　　the　victim’，α‘謝ηα♂五αωRω‘θω（1999），p．470．

（65）　加門博子「子供の非行と親の責任一1998年犯罪・秩序違反法（英国）の

　　少年非行対策」警察学論集第54巻3号（2001）84頁。

（66）　1999年法における本文中の訳語については、横山潔「1999年少年司法及

　　び刑事証拠法注解」及び「1999年少年司法及び刑事証拠法（邦訳）」外国
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　　の立法206号（2001）を参考とした。

（67）　イギリスにおける法的制度やプログラムの効果を科学的研究によって判

　　断しょうとする基本的態度については、以下のような言及がある。「内務

　省は、自ら、もしくは大学に依頼して、効果を調査させることを行政の中

　　で常態化しており、その結果が時の政府に不利であっても、平気でそのま

　　ま発表していた。政権党はその結果を尊重することもあるし、全く無視す

　　ることもあるし、極端な場合は、それと反対の立場に立つこともあった。

　　政権党は、その研究報告を考慮しながらも、自らの理念には忠実であるよ

　　うである。」柳本・前掲註（51）93頁。

（68）Newburn，　T．，　Crawford，　A．，　Earle，　R．，　Goldie，　S．，　Hale，　C．，　Masters，

　G．，Netten，　A．，Saunders，　R．，Sharpe，　K．，and　Uglow，　S．，加むro（加。亡εoηoゾ

　R（癩rrαZ　Or4εr8加亡。亡んθ｝ζo醜ん」μs亡‘cθS：ys亡2m，　RDS　Occasional　Paper

　No．70，　London：Home　Office（2001）．（以下1stと表記する。）

（69）Newburn，　T．，　Crawford，　A．，　Earle，　R．，　Goldie，　S．，　Hale，　C．，　Masters，

　G．，Netten，　A．，　Saunders，　R．，　Sharpe，　K．，　Uglow，　S．　and　Campbell，　A．，

　Zπ亡ro磁。亡‘oηqブ地霊rα♂Or4θrs加亡。オんθy；幅ん」μsむ‘cθSys亡㈱’Sθco認

　1η亡副rηRεpor亡，　RDS　Occasional　Paper　No．73，　London：Home　Office

　　（2001）．（以下2ndと表記する。）

（70）　Newburn，　T．，　Crawford，　A．，　Earle，　R．，　Goldie，　S．，　Hale，　C．，　Hallam，

　A．，Masters，　G．，　Netten，　A．，　Saunders，　R．，　Sharpe，　K．，　and　Uglow，　S．，

　Introduction　of　Referral　Orders　into　the　Youth　Justice　System：Final

　Report，　Home　Office　Research　Study　No。242，　London：Home　Office

　　（2002）．（以下Finalと表記する。）

第3章　RDSによる委託命令パイロットに関する評価報告書

3－1　RDSによる評価報告書の概要

　各報告書の評価対象、及び評価方法の特徴は、以下のようにまとめる

ことができる。

　第一報告書は、パイロット初期の期間を対象に、委託命令専門スタッ

フとCPMの採用、最初のCPM訓練プログラム、また青少年裁判所

（Youth　Court）の事務官とマジストレイトの委託命令に関する意見、

パネルの経験から明らかになった委託命令の問題点等を包括するもので
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　く　
ある。

　第二報告書は、CPMやYOTへの取材と収集されたデータを基にし

た第一報告書の継続的調査・研究に加え、委託命令に関する行為者の意

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　　ラ
見、及び被害者と被害者関与の問題を重点的に扱っている。

　最終報告書は、第一、第二報告書を踏まえ、CPM、　YOT、マジスト

レイト、事務官、行為者、被害者等に対する継続的調査のまとめと、全

体を傭回した視点からの結論、委託命令に要する費用等についての調査

　　　　　　　けの
結果も示している。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ラ
　各報告書の評価方法の基本は「幅広い資源からのデータ収集である」

とされる。基礎的なデータ（主に最初のパネルに関するもの）はパイロッ

ト期間（だいたい2000年7月から2001年7月31日まで）に下された委託

命令全てを対象に収集され、更に最初のパネルから最終パネルまでのデー

　　　　　　　　　　　　　　　く　
タは、同期間内に終了した委託命令を対象とした。データリソースは、

各地方でCPM採用の為に使われた広告やその他宣伝媒体の考察、ボラ

ンティアでYOPのメンバーになる人々の志願書、その他、地方YOT

によって保持されている各記録、YOPメンバー選出の責任者やパネル

メンバーへのインタビュー、訓練の観察、訓練を行うトレーナーへのイ，

ンタビュー、地方のマジストレイトへの調査、地方の青少年裁判所事務

官への調査、パネル会議の直接の観察とモニタリングなどによって得ら

れたもの等である。

　報告書の中では随所にこれらのインタビュー時の「生の声」が括弧付

けで挿入されている。無論、全てのインタビューの内容がこの報告書で

紹介されている訳ではなく、インタビューの結果、大方の意思を代表す

るのに特徴的であろうと思われるもの、もしくは少数派ながら何らかの

問題性を提起するもの等が挙げられ、報告書が委託命令パイロットの結

果について述べる上で、より効果的なフレーズが抜粋されていると考え

られる。確かに、現場の「生の声」は、臨場感を持たせ、委託命令とい

うプログラム実施時の状況を理解する上で大きな影響力を有している。
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3－2　委託命令パイロットの概要

　パイロットにおける委託命令に関する数値を、主に最終報告書によっ

て、もしくは関連する図表が掲載された報告書によって概観する。

　2001年7月31日までに、裁判所
　　　　　　　　　　　　　　　　　表1　2001年8月までに実施
から命令が出され・その手続を開　　　　　　された委託命令の籔

始された委託命令は、全部で　　パイロット地域　実施件数　割合（％）

　　　　　　　ラ
1，803件であった。なお、地域ご

との委託命令実施件数は表1の通

りである。

　委託命令の長さ（裁判所が言い

渡す命令の効力期間）をまとめた

のは表2である。全ての委託命令

のうち、83％以下は半年以下で委

託命令を終了することが分かる。

10ヶ月から最大の12ヶ月と定めら

れた委託命令は8％以下である。

これについて最終報告書は「もし

少年行為者が委託命令期間中に彼

ら（マジストレイト）の前に現れ

た場合に、更なる判断を下すため

Blackburn
Cardiff

Nottingham

Nott’shire

Oxfordshire

Swindon
Suffolk

Wiltshire

Hammersmith
Kensington
Westminster

102

223

350

191

274

123

292

163

37

20

28

6

12

19

11

15

7

16

9

2

1

2

1，803 100

　　　　　　　　　　ラ
表2　委託命令の長さ

命令の期間　　　件数　　割合（％）

　　3ケ月
　　4ケ月
　　5ケ月
　　6ケ月
7ケ月から9ケ月
10ケ月から12ヶ月

785

192

25

482

156

152

44

11

1

27

9

8

計 1，792　　　　　100

の余地をできるだけ残すべく・こ図1　委託命令を受けた行為者の年鰹

のような結果になったのかもしれ

ない」としているが、その詳細な

論証は為されておらず、理由は明

確ではない。

　委託命令の対象となった少年行

為者は、命令を下された時点で、

図1の通り、約50％が16歳以上で

25

02％ 17

49
着流　　　i日11歳

剛2歳1
囲3歳　1
國14歳1

　　　1目15歳

凶6歳
国17歳
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あった。

　委託命令対象行為者の性別については、第一報告書においてデータが

収集された260事例のうち、207事例で男性（80％）、53事例は女性

（20％）であった。最終報告書においても87％が男性であり、パイロッ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　の
ト期間を通じて、対象行為者はやはり男性が多い。

　委託命令対象行為者の入種について、第一報告書における表3は最初

のパネルに出席した行為者の人種の内訳である。最終報告書においても、

行為者の白人の割合は88％と圧倒　　　　　　　　　　　　　（82）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　表3　行為者の人種
的に多く、性別同様、さほど変化
　　（81＞　　　　　　　　　　　　　　　　　人種　　合計　　割合（％）全体の割合（％）

は無い。但し、West　London、　　白人　　212　　77　　85

N・ttingh・m　City、　Bl・・kbu・nア曇今人誓　l　l

with　Darwenの3つの地区では、　　その他　　6　　　2　　　2
　　　　　　　　　　　　　　　　　不明　　　29　　　10　　　－
5分の1以上が白人以外の人種で　　合計　　277　　100　　100

ある。

　次に・委託命令の対象となった　　表4　委託命令を受けた犯罪行倒

犯罪の態様について、第一報告書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　犯罪行為　　　　件数　　割合（％）

では、対象行為者の52％の犯罪行

為についてのみデータが有る。対

象となった犯罪のうち、ほぼ半数

近く（35％）は窃盗、5分の1

（20％）が交通犯罪である。最終

報告書では、ほぼ全ての行為者に

ついて整理し、パイロット期間中

Acquicitive

Vehicle　offences

Contact

（認謬論謡る

Damage
Public　order
Burglary
Drugs
Other

454

385

328

215

177

156

60

14

25

21

！8

12

10

9

3

1

計 1，789　　　　100

に委託命令の対象となった犯罪行為の態様を表4のようにまとめている。

やはり委託命令に付された犯罪行為の約半数が交通犯罪や窃盗等である
　　　　　く　ヨラ
ことがわかる。

　委託命令における「最初のパネル」開催までの所要期間について、第

一報告書において、評価チームは委託命令が出された裁判期日と、最初
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のパネル会議が行われた期日を収
　　く　
易した。委託命令における「最初

のパネル」開催までの所要期間に

ついて、パイロット期間中の全国

的な基準は「裁判所が委託命令を

出してから15勤務日以内に最初の
　　　　　く　の
パネルを行う」と定められていた。

表5に示されているように、44％

のパネル開始日が全国的基準の

「最大」所要期間に集中している。

およそパネルの5分の4が35勤務
　　く　
日以内に開始されていた。

　　　　　　　　　　　　　　　　
表5　裁判からパネルまでの日数

日数
　　全てのバネ
　　　　　　判明分の数　　ルに対する
　　　　　　　割合
　　　割合

1－21

22－28

29－35

36－42

43－49

50－56

57－63

64－70

71－77

78－84

85－91

不明

107

56

36

18

9

6

6

2

0

1

3

29

39

21

13

7

3

2

2

1

0

0

1

11

44

23

15

7

4

2

2

1

0

0

1

．合計 274 244

　パネルの所要時間については、第一報告書では238のパネルについて

情報が収集されている（全体の87％）。15％が40分以下で、ほぼ3分の

2（64％）が40～80分の問だった。5分の1（2！％）が80分以上かかっ

ていた。最終報告書では、74％が20分から1時間の問とされ、全体的に

　　　　　　　　　　　　く　
短くなっていることが分かる。最終報告書は、この所要時間が「ニュー

　　　　　　　く　の
ジーランドのFGCよりも短く、むしろ、スコットランドの児童聴聞制
く　

度に近い」と指摘している。

　表6ではパネルの開催場所と日時についてまとめられている。第一報

告書の段階では、最も一般的な開始時刻は午後5時から6時半の間で、

この時間にパネルの46％（117）が予定されていた。全てのパネルの半

分以上が、ほとんどのYOTスタッフの通常勤務時問外に開催されてい

た。始まりが最も遅く予定されていたパネルは8時からだった（全て60

～70分続いた）。多くの地域がウィークデーの夕方で、週末のパネル会

議は稀である。既存のYOT施設を使うのが通常だが、いくつかの地域

では、できる限り多様な開催場所を使っているところもある。
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　　　　　　　　　　　　　　　く　
表6　パネル会議の日時と場所

パイロット地域 パネルの日時 開催場所

Blackburn
毎週火曜日のみ午後5時～8時に

ﾅ大3つの事件が2つのパネルで
ｵわれる

NACROオフィスやコミュニティ
Zンター

Cardiff 通常ウィークデイ午後4時～6時
K要であればその時間外

コミュニティホール

Nottingham 月～金午後4時半～6時半と日中
40の場所：警察署・ユースクラブ・

Rミュニティセンター・レジャー

Zンター・YOTオフィス等

Nott’shire
通常火・木の午後と必要であれば

[方と土曜朝

8つの場所：警察署・ユースクラ
u・コミュニティセンター・学校・

}書館・YOTオフィス等

Oxfordshire ウィークデイ朝10時～夜8時
！9のコミュニティの集会所。時に

xOTオフィス

Swindon 通常ウィークデイ午後5時か6時
J始。時に4時、遅いときは7時 YOT本部

Suffolk ウィークデイ午後6時半から最大
Rつのパネル

主に3つ：YOTオフィス・社会福
ヮ末ｱ所・地方自治体オフィス

Wiltshire 多様な日時

様々だが、通常行為者の地元の教

?zール・コミュニティセンター・

潟¥ースセンター・YOTオフィス

Hammersmith ウィークデイの夕方 YOTの建物と南北のコミュニティ

W会所
Kensington ウィークデイの勤務時間内、午後 YOTの建物
Westminster ウィークデイの勤務時間内、午後 YOTの建物

　第一報告書によると、パネルを運用するパネルメンバーの構成には、
　　　　　　　　　　　　　く　
5つの組み合わせがあった。最も多い組み合わせば、CPM　2人とYOT

メンバー1人の構成である。その他パネルメンバー組み合わせの割合は

以下の通りである。

　●CPM　2人とYOTメンバー1人（90％）

　●CPM　3人とYOTメンバー1人（5％）

　●CPM　2人とYOTメンバー2人（4％）

　●CPM　l人と（議長たる）YOTメンバー1人（1％以下）

　●YOTメンバー2人のみ（1％以下）

　3人のCPMとYOTメンバー1人がいた事例、もしくはYOTメン

バー2人のみの事例の中には、訓練の一部として「見学者」も含まれて
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いたとこと、YOTメンバー2人が出席した事例は、急遽CPMが出席

できなくなったためで、極めてイレギュラーな事例であったとのことで

ある。

　さらに、第一報告書においては、2人のCPMと1人のYOPがいる

という標準的な246のパネルのメンバーについて、それを構成する性別

　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　
と人種について更なる分析が為されている。議長もしくは第二のパネル

メンバーとしてパネルに出席したCPMの96％は女性で、　CPM全体の

女性優勢を反映している（全てのCPM志願者の67％が女性だったとい

う結果同様）。開催されたパネル全体の38％でCPM　2人ともが女性で、

22％で（YOTメンバーも含め）パネルメンバー3人全員が女性だった。

YOTメンバーの80％が女性で、18％が男性である。パネルの33％で男

性が議長を務め、35％で第二のCPMが男性だった（第二のCPMの性

別が不明だったのは3％）。男性が議長を務めた80のパネルのうち、72

のパネル（90％）が、白人男性で、3つのパネル（4％）が、黒人男性

だった。8％でCPM　2人ともが男性で、男性のみで行われたパネルは

わずか4％のみだった。人種について、全体では出席したCPMの96％

は白人で、黒人は2％、アジア人は1％、残り1％は不明だった。

　1回あたりのパネル参加人数について、第一報告書によれば、パネル

の大半（58％）は5人の参加者によって進められた。その内訳は3人の

パネルメンバー、少年行為者、その保護者もしくはサポーターである。

6人の参加者によって進められたのは23％強で、8人以上の参加人数の

多いパネルは、行為者が複数いた場合がほとんどである。1人の行為者

に対して開かれたパネルの最多参加者数は、8人だった。このパネル参

加者の内訳は、3人のパネルメンバー、行為者、その家族2人目被害者、

被害者サポーターであった。このようなデータから分かるのは、大半の

パネルがパネルメンバーと少年行為者（及びその家族）で行われており、

保護者以外の少年のサポーターとなるべき人物や、被害者の参加は乏し

いということが分かる。この点、最終報告書においても、参加人数に変
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化は無く、被害者に関しては、その代理も含め、約5％程度の出席率で
　く　
ある。

3－3　委託命令とCPM

　l999年少年司法及び刑事証拠法は「パネルメンバー（CPM）を採用
　　　　　　　　　　　　　　　く　
し訓練するのはYOTの責任である」と規定しており、国務大臣から
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　
YOTへ提供された委託命令運用組織を設立するためのガイダンス掲載
　　　　　　　
のフォームを用いて、コミュニティの「適正な代表者」たる志願者を集

めようとした。しかし、パイロット開始までのタイムテーブルの厳しさ

から、結果的にさしあたり必要な数のCPMを採用しなければならない

という切迫した要請が優先され、「適正な（コミュニティの）代表者」

という要請は二の次となった、というのが第一評価書の見解である。中

間報告書が第二期以降の採用方針により、全般的に「代表者性」は補わ

れていくことになると述べたものの、最終報告書では「委託命令を本格

的に全国で運用開始する前に、円滑にパネルを進める為、ほとんどの地

域でCPMの人員を集める必要性が生じている」とされ、今度は全国的

な運用開始を前に、常にCPMの質よりも量に関して切迫した事情が存

在していることが窺われる。図3のデータは、第一期募集の間に受け付

けた志願者の人数・性別・人種・年齢を示すものである。

　第一報告書では、地元の報道機関、様々な広告媒体で同時に広告する

ことで生じたインパクト、インターネットの活用等がCPMの募集に大
　　　　　　　く　の
きな影響を与えたとされ、さらに、中間報告書によれば、第二期以降の

採用期間においては、初期に採用されたCPMによる「クチコミ」は非

常に有効な情報伝達ツールであり、特にまだあまり代表されていないと

思われる層（少数民族など）から、代表を得るのにかなり有効だとされ
　　くユ　

ている。おそらく、「クチコミ」は問題意識の共有をはかりやすいとい

う点で、CPMの質にも寄与しているのではないかと考えられる。また、

最終報告書でも、募集ターゲットを絞った案内として、特定のグループ
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に対して、地方の商店や会社にポスター等を掲示する等の方法が特に有

効であったと報告されている。しかし結果的には、第二期以降のCPM

の採用に関しても、比較的非白人の多いロンドン西部で6割が白人だっ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くユ　　
たのを除いて、志願者の88％はやはり白人であったという。また、年齢

層、性別に関して、30歳代から50歳代女性の優i勢は最終報告書段階でも

同様であった。最終報告書は、29歳以下の若年層のCPMを集めるとい
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くユ　
うことも、今後考えていくべき問題として挙げている。このようなパネ

ルにおける人種・性別構成比から、第一報告書では、十分に代表されて

いない層からの代表参加を促進するべく、CPMの募集方法を考える必
　　　く　　
要があるとしている。各報告書はこのようなパネル出席者の人種・性別

構成比を明らかにするだけでなく、その構成比が「代表者性」の問題を

検討する上で、具体的にパネル過程にどのような影響を与えたのかにつ

いて検討すべきである。多角的な視点と多様な価値観の確保という点で、

できるだけ多様な人種・性別の参加者が出席することに意味があるとは

考えられるが、まずは参加者の現状における具体的検討が要されるとこ

ろであろう。

　CPMの訓練はだいたい6日間で、加えて、パネルリーダーまたは議

長候補に対しては、更に特別訓練日が設けられている。トレーナーが挙

げる、パネルメンバーにとって重要な技術は以下のようなものである。

●グループ力学

●コミュニケーション能力

●和解／折衝術

●聴聞術

●自信

●感情／怒りをうまく制御する技術

●会議の議事／進行技術

　CPMの具体的な訓練内容に関する問題について、第一報告書は以下
　　　　　　　　　く　の
のようにまとめている。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　ラ
表7　トレーナーとCPMの訓練に関する意見のまとめ

肯定的な点 否定的な点 提案

入門日

●参加者は多くの授業

��ｯられる。●他の
lと知り合いになれる。

●1日の情報量が多す

ｬる。●パネル会議の

ｽめに読み通すものに

竭閧?閨B異なる言
齡¥力や公で話す自
Mについて考慮されて

｢ない。

●もっとパネル会議で実

ﾛに必要な情報を。たと

ｦば裁判所からパネルま
ﾅの過程を示すフローチャー

gなど。●同種の会議の
�福ﾟたビデオ●パネルメ
塔oーが行う『模擬パネル』。

1日目
u基本」

●『少年犯罪への対応』

ﾉついての授業

●『青少年の発達』

ﾍ『退屈』『必要ない』

w無関係』『繰り返し』

ﾆ思われる。

●法的手続についての詳

ｵい情報。委託命令とは

ｽか、YOTの仕事とは何
ｩ。

2日目
u場面設定」

●重要なもの、しかし

謔闖ﾚ細で広範な議論
ｪ要される修復的司法
ﾉ関する授業

●実際にはあまり使わ

黷ﾈいASSETについ
ﾄは必要ない
iSwindonは除く）。

�送緖ﾒを不安にさ
ｹる。

●つり合いや危険性につ

｢ての問題。●被害者一
s為者のバランスをとる
ｽめの問題。

3日目
uパネル会議」

●効果的な意見聴取の

ｽめのコミュニケーショ

唐ﾆ行動表についての

�ﾆ

●非常に短い契約に
ﾅ点をあてた授業。

s十分な内容と限ら
黷ｽ議論。被訓練者
�s安にさせる。

●契約の問題により時間
ｪ割かれるべき。

4日目
u状況を整える」

●精神的な健康と福祉

ﾆ薬物とアルコール中

ﾅに関する授業。全て
｡日の少年の生活にお
ｯる重要な要素として
L用である。●統計学
I資料は詳しく説明さ
黷ｸ、解釈できなかった。

恪U撃と紛争について
ﾌ授業はよく解った。

●かなりの数のYOT
ｪ自身の専門知識で
�ﾆを行った。専門
ﾆの中にはパネルの事

痰ｩら離れ、自分の
齧蜩I問題について
bしていた。

●薬物やアルコール問題

ﾉ対しての地元の見方は

Rミュニティの問題を理
�ｷるために有用なもの
ｾっただろう。●もっと

ｭ年に影響を与える問題

笏ﾞらの精神的健康に焦
_を合わせるべきだ。そ
黷ﾍ食欲減退、過食症、

ｸ語症、注意力の減退等
ﾅある。

5日目
u実行に移す」

●ロールプレイによるシ

~ュレーション訓練は全

ﾄ有用だった。●公式な
]価からこの日が最も一般的な訓練日だった。

●訓練の進行が遅す
ｬる。飽きている人も

｢た。

●もっと多様なケースス

^ディ材料を。

パネル議長の

P練

●多くのCPMが訓練
ﾉおいて最も有用な日

ｾったと評価。●ロー
泣vレイ訓練は全て役
ｧった。

●『本物の』事例を使っ

ｽ模擬iパネルは役に立つ。

怩ｨそらく訓練者に本物

ﾌパネルを見せる機会を
^えるといい。
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　第一に、ほぼ全てのトレーナーと殆どの被訓練者にとって、訓練プロ

グラムの間、学習内容の反易と議論のための十分な時間がないことであっ

た。これは前述の通り、パイロット開始までの準備期間の短かさによる

ものとされる。

　第二に、インタビューにおいて、数多くのトレーナーが述べた懸念は、

訓練の焦点を当該犯罪への取り組み（その犯罪を処理することと再犯を

防止すること）から、広範な福祉的問題への取り組みへと拡大しすぎる

ことの危険性である。それは彼らが当初認識していた適切なパネルの役

割ではなく、「少年の福祉的必要性を過度に強調する危険は、回訓練者

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　の
が全ての少年の問題を解決しなければならないと感じることに帰する」

ということである。確かに、パネルが少年の問題性を、その背景にまで

渡って全て解決しようとすることには無理があるだろう。

　第三に、委託命令の理念を指導するのにRJの理念を強調しているに

も関わらず、実際の訓練プログラムでは制限的にしか考慮されていない

という指摘である。訓練を通してCPMのRJへの理解はある程度深まっ

たとされるが、その度合いは被訓練者のバックグラウンドやトレーナー

の姿勢によって異なるのだという。RJの理念に対して造詣が深いトレー

ナーは、もっと訓練を通してRJの理念を強調したいと感じていたよ

うだ。

　第四に、犯罪と契約内容の均衡をいかに保つかという「均衡性」の論

点が訓練におけるケーススタディには無かったという点である。RJに

おける均衡性の問題は、他のRJプログラムでも指摘されているところ

だが、そもそも従来の刑事司法における罪刑法定主義とは異なる観点に

立つRJにとって、一 ﾏ衡i生の問題が過剰に重視されるべきではないとい

う考え方もある。委託命令がどちらの立場に立つのか、少なくとも訓練

段階では明確な答えがCPMには示されていないことになる。

　訓練におけるCPMの評価について、第一報告書によれば「CPMは、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くユ　
評価と選択基準のためのはっきりとした座標軸を与えられることを望む」
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くユ　
図3　直接取材を受けたパネルメンバーの内訳
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くユユの
表8　回答者の取材時の出席パネル経験数と、議長パネル経験数

パネル回数 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11＋

パネル経験数（人）
一
6 12 14 7 5 9 1 4 1 3 2

議長パネル経験数（人） 16 17 10 5 3 6 1 1 2 2
一
1

とされ、CPMが単なるボランティアではなく、訓練と評価という過程

をCPM自身が重視する、自身のスキルアップや充実感を得る活動であ

ることが分かる。

　第一報告書におけるCPM自身への調査は、2000年10月前ら2001年1

月上旬までの間に11のパイロット地域全体で、非専門家パネルメンバー

になることを志願した理由について、パネルでの経験について、また役

割や委託命令に関する見方等全体的なことについて、提供された訓練の

やり方について、64人のCPMが調査チームによるインタビューを受け

たものである。以下は対象となったCPMの性別、民族、年齢の概要で

ある。

　取材されたパネルメンバーは、当時のべにしてほぼ300のパネルを経

験していたとされる。その後、中間報告書において文書による調査が
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　の
2001年4月下旬、さらに218人のCPMを対象に行われている。いずれ

も対象者の人種・性別・年齢比に大きな変化は無い。

　第一報告書において、CPM志願の理由を、下記のように1つもしく

はそれ以上挙げている。

　●CPM自身の少年時の経験、もしくは場合によっては彼ら自身の悩める

　　少年期の経験のため。あるCPMは「私は少年時代、あまり幸せな時間

　　を過ごせなかったので、他の人にはその機会を与えることができればと

　　思った」と述べた。

　●CPMが住む地域の社会と犯罪問題への関心から。

　●パネルの仕事とCPM自身の経歴の繋がり、もしくは興味と知的好奇心

　　のため。

　●以前の関係ある他の職業経験を生かすため。

　●親としての経験もしくは少年とともに働く経験を得るため。

　●コミュニティに何か恩を返したい、もしくは自分の時間を建設的、生産

　　的に使いたいという願望から。

　最終報告書によれば、3分の2以上の動機が「少年と犯罪の問題に興

味を持ったから」となっており、「コミュニティへのお返しをしたい」

という愛他的精神に基づく動機はその後に続いている。イギリスはボラ

ンティア発祥の地であり、一般的にボランティア活動の社会的認知度は

高いといわれている。しかし、そのイギリスで犯罪防止ボランティアに

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　　　
対する関心は日本人以上に薄いという調査結果もある。その結果分析に

よると、被害者サポートであるVSの例を除いて、イギリス人は安全確

保の方策として「共助（ボランティア）」よりも、「三助（警察活動）」

や「自助（自己防衛）」を重視しており、犯罪防止ボランティアが警察

の指揮・監督の下で行われるべきものだと考えているという。基本的に、

ボランティアは「他人のため」であり、「慈善」と捉えるイギリス人に

とって、犯罪防止ボランティアの自助精神は矛盾を生じるというのであ

る。CPMの志願動機が、愛他的精神に基づくものよりも、自らの興味・

関心に基礎をおくものへと推移したのは、CPMという任務の内容が、
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単なる「ボランティア」の枠を超え、自らの成長の機会となり得ること

の表れであるといえよう。

　また、実際にパネルにおいて活動を開始したCPMの実感についての

調査によれば、CPMの多くは、訓練と実践には以下のような差異があ

るとする。

●被害者の参加：もっと多くの被害者に会うと思っていた。

●困難で大変な事例の少なさ：訓練ではもっとたくさんの複合的な難題を

　抱えた少年や解決困難な事例と出会うことになると教えられた。

●情報：各事例について、また少年についてのもっと多くの重要な情報を

　得られると思っていた。

●利用可能な資源の欠如：プログラムに限らず、明らかに利用可能な社会

　的資源が欠けている。

　また、以下の事柄に関する訓練の不足が明らかになったとされた。

　●均衡性

　●人種・民族的問題と文化的相違

　●複数の行為者を扱うパネルのための訓練もしくはガイダンス

　●パネル会議に参加しなかった少年にすべきこと

　訓練からパイロット期間を通してのCPMに関する問題点は、大きく

以下の4つに大別できる。

　第一に、CPMの「代表者性」の問題である。　CPMがコミュニティ

の代表としてパネルに持ち込むべきものとは何か。調査によれば、

CPMの多くが、パネルの重要な特質として、以下のように、コミュニ

ティの関与を挙げている。

　「我々がコミュニティの代表で、普通の人・々であるということが、少年や

　その親にとって差異を生むと私は思う。マジストレイトはエリートで鋤き

　な家に住んでいて、役人気質であるように見える。少年には、我々が普通
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くユユヨ　
　で、同じ問題を抱え、経験して、同じところで生きていると分かる。」

　また同時にCPMは、コミュニティの関与の実効性を高めるのは、自



（46）　413イギリス少年司法における委託命令（Referral　Order）について（森久智江）

身の「代表者性」を高めることが必要であるとも考えているようだ。

　「コミュニティ側はまだ機能していない。CPMはコミュニティをまとめ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くユ　
　きれておらず、コミュニティは賠償による利益を得ていない。」

　またあるCPMは「代表者性」を高めるには、他のコミュニティの理

解と協力が不可欠であるとする。

　「私は、本当にコミュニティが一体となって、パネルの活動をするように

　ならなければならないと思う。コミュニティは、これらの契約が機能する

　よう援助することに関与する意識を高めるべきだ。それはもっと相互的な
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くユ　
　ものになり得るのだ。私は将来、そうなることを望む。」

　最終報告書によれば、CPM志願者には肉体労働者等が少ないものの、

かなり広範囲の職業から集まっている。だが、第一報告書は、CPMの

「代表者性」を確固たるものにするのは容易なことではないとしている。

「それぞれに有している属性をパネルに持ち込むことと、CPMがその任

務のために必要な専門的技術を身につけようとすることの間に、矛盾が

生じる可能性がある。故に、パネルにとってその両者がバランスよく

『理想的』であるとみなされる個人を積極的に目標とすることは、『真の

　　　　　　　　　　　　　　　ロ　
代表者性』にぐっと近づくといえる」としており、CPMに求められてい

るのは単純に本人の一般人としての属性だけでもなく、また高度な専門

性だけでもないということである。専門性に関しては報告書が「『専門

家であるボランティア』を頼ることは、パネルの擬i似裁判化を招き、ま

た既に体系化された司法の一環として、パネルも縛られることになるの
　　　　く　の
ではないか」と懸念を示していることからも、飽くまでも最小限の専門

性を求められ、他方で、本人の属性に関しては「広範囲の人々をパネル

に巻き込むことは、予想以上に広範囲の意見や価値観をパネルに持ち込

むことになるかもしれない」という懸念もされている。最小限の専門性

と、元来有している本人の属性に依る経験や価値観をバランスよく発揮

できるCPM像が望まれているのだといえよう。確かにこれは容易なこ

とではない。「代表者性」を確立することは、このような専門性と価値
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観の高度なバランスをとることよりも、むしろ、コミュニティから「代

表」として認証される存在となることが重要な要件なのかもしれない。

　第二に、非専門家たるCPMと専門家たるYOTメンバーの適切な関

係性の問題である。換言すれば、YOTパネルメンバーの役割とは何か

ということでもある。パネルをリードする議長は、ほとんどのパネルで
　　　　　　く　ラ
CPMであったにもかかわらず、　YOTメンバーが刑事司法に関する専

門知識を有する者であること、パネルに有用な社会的資源を提供できる

者であることから、YOTメンバーとCPMの間には明白な力の不均衡

がある。故に、両者間の関係が慎重に築かれなければ、潜在的葛藤を生

じることになる。パネルの適正な運用の為には、それぞれが互いの貢献

についての理解と尊敬を持てるような関係性が不可欠ではあろう。

YOTとの関係について、　CPMが「『尊重された』とは思うが、（自身
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロユ　ラ
が）望む通り『助けられた』とは思わなかった」という意見もある。

　パネル会議の間、YOTメンバーの役割は様々である。地域の組織的、

手続的差異にもよるとされる。

　その役割は以下の3つのモデルに分類される。

a）受身的サポーター

　　いくつかの地区ではCPM（特に議長）は、議事をはっきりと進行し、

　YOTメンバーは、非専門家パネルメンバーが必要とした際、援助する

　　ためだけに出席している、比較的受身な役割を果たす。

b）チームプレイヤー

　何か誤解が生じている、情報が不足している、もしくはパネルに生じ

　得る問題があると思った際、よりYOTが積極的に貢献している地域

　　では、パネルメンバー問のバランスはさらによい。

c）操縦者

　会議での介入以前に、選択可能な契約内容をYOTが推薦することで、

　YOTはパネル会議の方向性を決定付け、会議でもさらに積極的な役割

　　を果たす。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くユ　
　　　　　　　　　　表9　各地域のパネルの活動について

パイロット地域 情報のタイプ 情報を受け取る段階

Blackburn
YOTによって用意された簡潔な報

随早BASSETの要約が他のYOT
E員からもう1人に渡される。

パネル会議の直前。パネルメンバー

ﾍYOTオフィスでパネルの日に
ｩる。

Cardiff パネル1つに対して1つの簡潔な
xOT報告書。

パネル前にメンバーの自宅に郵送。

Nottingham はっきりとした危険性を確認する

ﾈ潔なYOT報告書。
パネル会議の3～5日前にパネル
＜塔oーに郵送。

NottIshire はっきりとした危険性を確認する

ﾈ潔なYOT報告書。
パネル会議の3～6日前にパネル
＜塔oーに郵送。

Oxfordshire 簡潔なYOT報告書。
パネル会議の3日前にパネルメン
oーに郵送、時に当日にも。

Swindon 完全なASSETフォーム。 パネルの1週間前までに郵送。

Suffolk 簡潔なYOT報告書。 パネルの1週間前までに郵送。

Wiltshire 簡潔なYOT報告書。

パネル会議の3日前にパネルメン

oーに郵送、それが困難な場合は

eAXで。

Hammersmith 簡潔なYOT報告書。
パネル会議の2日前までににパネル

＜塔oーに郵送。

Kensington 簡潔なYOT報告書。
パネル会議の3日前までににパネル

＜塔oーに郵送。

Westminster 簡潔なYOT報告書。
パネル会議の4日前までににパネル

＜塔oーに郵送。
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パネル前打合 役割／議長選択 観察・監督と評価

パネル前にYOTとともに。

YOT管理者が、人数が限ら
黷ﾄいる議長の負担を軽減す

驍ｽめに当番を選ぶ。パネル

＜塔oーは6ヶ月間の予定を
uかれる。

パネル後にパネルメンバーは非公

ｮに会議を行う。年4回パネルリー

_ー会議がある。

パネル15分前に（少年や家

ｰに付き添っているYOT
E員なしにということも）。

CM管理者がパネルメンバー
ﾆ議長を選出。

比較的非公式なグループ評価会議。

パネル30分前に（YOTパ
lルメンバーとともに）。

YOT管理者が都合によって
又ﾔを選出。開催場所にもよ

驕i行為者は可能であっても

Q～3マイル以上は移動しなく

ﾄいいようにしている）。

パネル起すぐにパネルメンバーは

��ｮな会議を行う。YOT評価
tォームを各CPMが記入。　CPM
ﾌ全体的な打合せと評価のための
阯瘟?cもある。

パネル30分前に（YOTパ
lルメンバーとともに）。

YOT管理者が都合によって
又ﾔを選出。開催場所にもよ
驕B

パネル託すぐにパネルメンバーは

��ｮな会議を行う。年4回夕方

bPMの全体的な打合せと評価の
ｽめの定例会議もある。

それぞれのパネルの間に30

ｪの準備時間。

YOPコーディネーターが都
№ﾉよって選出。

パネル後すぐに非公式な会議を行

､。YOTは2001年5月にパネルメ
塔oーを評価するプロセスを導入

ｷる予定。

パネル30分前に（YOTパ
lルメンバーとともに）行

､のと、他のCPMとは電
bで打合せ。

YOPコーディネーターが都
№ﾉよって選出。

パネル会議後すぐに短い評価をす

驕B全てのパネルメンバーを集め
ﾄ評価を行う予定。

パネル30分前に（YOTパ
lルメンバーとともに）行

､のと、他のCPMとは電
bで打合せ。

YOPコーディネーターが都
№ﾉよって選出。議長の選出
ﾍパネルメンバー自身で行う。

パネル起すぐにパネルメンバーは

��ｮな会議を行う。年4回定例の

S体的な打合せと評価のための定
瘟?cもある。

パネル30分前に（YOTパ
lルメンバーとともに）行

､のと、他のCPMとは電
bで打合せ。

YOPコーディネーターが都
№ﾉよって議長とも選出。

パネル会議製すぐに短い評価をす

驕B全てのパネルメンバーを集め
ﾄ評価を行う予定。

パネルの30分前に。
ROコーディネーターがパネ
泣＜塔oーと議長を選出。

パネル後にROコーディネーター
ｪ報告させる。比較的非公式なグ
求[プ評価会議が行われる。

会議前にYOT職員ととも
ﾉ、もしくはなしで。

ROコーディネーターがパネ
泣＜塔oーと議長を選出。

パネル後にROコーディネーター
ｪ報告させる。比較的非公式なグ
求[プ評価会議が行われる。

少なくとも会議の30分前に。
ROコーディネーターがパネ
泣＜塔oーと議長を選出。

会議後すぐにYOT職員と15分か
轤Q0分の会議が行われる。それに

ﾁえて非公式な電話と比較的非公
ｮなグループ評価会議が行われる。
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　YOTメンバーの役割に関して、第一報告書は「パイロット初期にお

いて、YOTメンバーがパネルで頼りにされていた状況から、　CPMが、

より程度の高い自律性を主張するようになり、またYOTがこれをサポー

トし、応えてきた過程が調査から読み取れる」とした。CPMは自らの

成長について以下のように回答している。

「我々CPMが独立し、自分自身の決定を下すにはもう少し時間がかかる。

我々が彼らの（YOTメンバーたちの）敬意を得るにはしばらくかかるだ

ろうが、最終的には独立したいと願い、パネルの中での自分自身の価値

を定めたいのだ。それは彼らが専門的な判断を我々に譲る時、もしくは

譲るかどうかの問題である。」

「私は、YOTパネルメンバーなしに、いっかは我々がパネルを運用できる

ようになるだろうと思っている。実際、私は彼らがいないときに、より

やりやすくなったと思うことがある。」

　また、YOTメンバーの存在から、相対的にCPM自身の役割につい

て以下のように考えるCPMもいる。

「我々が罰を与えるというマジストレイトの役割、またソーシャルワーカー

の役割も担おうとしていたら、おそらくどちらの役割も十分に果たせ

ない。」

「私は、自分のパネルでの役割は、そこで少年とコミュニティ両方を援助

するコミュニティの一員としてのものだと思う。それは、少年が間違い

を犯した後、自らの生活をうまくやっていくこと、そして彼もコミュニ

ティの一員となるのを援助することである。私が共に活動したYOTス

タッフは、私がこの役割を果たすのを助けてくれた。」

「パネルボランティアに求められている本当の技術は、実際にパネルで少

年が心を開き、話せるようにすることである。それはパネルの雰囲気、

少年の訳がわからない話のようなもの全て、パネルの要素に可能性を与

えること、彼らに十分な自信をつけさせること、彼らをリラックスさせ

ること、そうして、彼らが心を開き、話せると感じるのである。」

CPMはパネルの方向性を決定付けていく重要なポジションにある。
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その現状に照らせば、CPMの役割とは、まさにパネル、ひいては委託

命令そのものの役割を問うことではないだろうか。

　第二に、YOTとCPMの関係について、情報提供に関する問題があ

る。第一報告書によれば「会議の前に、YOTからCPMに与えられる

情報の質、内容、タイミングは非常に重要である。特に選択可能な契約

内容に関する推薦がその情報に含まれている場合、影響力は大きい。

YOTメンバーとともに行うパネル前会議で提供・討議された情報の範

囲や内容は、同様に重要であるが、いくつかの事例では、CPMたちが、

YOTメンバーの参加なしに、問題や方策を話し合うために会議するこ

ともあったようだ」と述べられている。CPMに対する適切な事前の情

報提供は、CPM自身からも求められているところである。

　「私が会議前に得た情報は非常に有効で、我々の目的にとっても十分なも

　　のだ。ASSETフォームを全て見ることが必要だとは思わない。実際私

　　は、私にとって必要性の無い複雑な書類になるようなものは受け取らな

　　くてよかったと思う。（YOT職員は）我々の求めるものたる、とても適

　　切な報告書を作成してくれる。我々がASSETフォームの中から必要と

　　する情報を、YOTが抜粋してくれると私は信じています。」

　「もし情報を過剰に得てしまったら、それはかえってパネルにとっての障

　　害となり、あるべき可能性は消えてしまうかもしれない。私はその少年

　　が明らかに教育的問題を抱えていたに違いない、というような結果論で

　　原因を思案したくない。私はそれはよくないことだと思う。」

　第三に、訓練段階や事務官の評価にもあった犯罪と契約の「均衡性」

についての問題である。第一報告書は「事務官、YOTへの調査におい

て顕著であった問題は、やはり均衡1生に関しての問題で、これはCPM
　　　　　　　　　　　　くユ　ユ　
にとっても重要な問題である」と指摘している。

　裁判所によって与えられた委託命令の長さとパネルで合意した契約項

目両方に関して、均衡性は問題となり得る。実際、明らかに類似した罪

質の事案に関して、委託命令の期間における均衡性の無さに驚き、不安
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を感じたCPMもいたようだ。

　「より深刻な犯罪に3ヶ月の委託命令が下され、それほどでもない犯罪に

　　6ヶ月というのは一貫性がない。」

　「マジストレイトによって決められる時問の長さについて、つり合いが取

　　れていると私は思わない。彼らは時に賠償命令と委託命令を併用するこ

　　ともあり、そのことにより、我々がとれるはずだった選択肢は奪われる。」

　「長すぎる委託命令によって、パネルメンバーは少年に何らかの活動をさ

　　せて、その時間を埋めるのに苦労している。」

　しかし、根本的にパネルや委託命令が犯罪との均衡を考慮することに

疑問を呈するCPMの回答も見受けられる。

　「私は、犯罪の深刻さ、もしくは危険要素の程度と、介入の度合いのつり

　　合いが取れているべきかどうかを考えてしまうと（パネルは）混乱する

　　と思う。」

　「私は均衡i生に関してよく分かっていない。私はマジストレイトではない

　　ので、それは難しいと思った。」

　パネルが和やかな雰囲気をもって進行できるのは、事実に関する一定

の合意が存在するからである。CPMは裁判官ではない。罪質との均衡

を委託命令に反映するとすれば、飽くまでマジストレイトによる委託命

令そのもの、及びその期間の決定において反映されるべきである。パネ

ルにおける契約が過去の犯罪に対する罰則としての一面を有しているこ

とは、そもそも委託命令が強制処分である性格から否定できない。しか

し、契約は過去の犯罪を評価して応報目的で苦痛を科されるべきもので

はなく、行為者が今後のコミュニティへの再統合を目的として、損害の

修復を実行するための方策を検討した結果である。均衡性の過度な強調

は、パネルの非公式手続という性質に反するものであり、パネルの意義

も、裁判所による審議の意義も損なう事になり兼ねない。一方、均衡i生

を全く考慮しないことは、ネットワイドニングの危険性を常に孕んでい

ることにも注意を要する。



九大法学90号（2005年）406　（53）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くユ　
　第四に、委託命令に付された行為者の継続的なフォローの問題がある。

同一のCPMが、常に同一行為者に関する一連（最初、経過検討、最終）

のパネル全てには出席することができないこと、また契約に関しても、

少年が賠償行為を果たすまで全て見守ることができないという点につい

ても、CPM自身には不満がある。また、返戻委託した少年について、

そのパネルに関与した多くのCPMが、裁判所の審議内容を継続的に知

らせて欲しいと述べている。返戻委託については、条文上明確ではない

点が多く、返戻委託された際、少年行為者は、パネルに一旦付された事

実をどのように評価されるのか、またその後の処分はどうなるのかとい

うことについて、CPMにとっても不透明な部分が大きいものと思われ

る。返戻委託に付されるのは、契約合意もしくは遂行に失敗した場合、

また経過検討会議の際に少年自身が希望した場合であり、委託命令にお

いて、この返戻委託は、少年に対してパネルに寄与することを強制する

　　　　　　　　　　　　　　くユ　
力にもなり得る。1999年出前13条によれば、返戻委託に際してYOPか

らはその状況を述べた報告書が送付されなければならず、返戻委託を受

けた裁判所は、その報告書についての事実認定を行わなければならない

ことになっている。その結果、返戻委託が妥当であったかどうかを判定

し、妥当だと判断した場合は、最初に当該少年に命令を言い渡した裁判

所に対して、（委託命令以外の）同等の量刑選択を付して送る。その量

刑には、返戻委託の時点までの契約不履行の程度も考慮しなければなら

ない。また、行為者は、新たに科せられた量刑に対し、刑事法院に控訴

する権利を持つ。また返戻委託が不適切であったと裁判所が判断した場

合は、委託命令は取り消されず、パネルに再度引き渡されることになる。

これらの規定は「特別の状況においてのみ適切であるに過ぎない可能性

があるけれども、当該命令が下された後に行われたその他の罪を裁判所

が処理するときにも、現行の委託命令を拡張する選択が適用される。

（中略）当該裁判所の決定は、児童及び少年による反抗を阻止する少年

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロ　
司法システムの主要な目的と歩調が合っていなければならない」とされ
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る。つまり、必ずしも委託命令の結果のみを重視するのではなく、その

過程を検討することが強調されている。報告書によれば、パイロット期

間中の実状として、返戻委託された場合には「行動計画命令（action

plan　order）」もしくは「監督命令（supervision　order）」が科されるの

　　　　　　　　くユ　
が一般的だとされる。前述の通り、マジストレイトもパネルの情報を欲

している状況を考えれば、両者の有機的連関によって、返戻委託の運用

も変わり得る可能性があるのではないだろうか。

　最後に、CPMが今後の委託命令実施に対して望むことのみならず、

CPMのパネルへの関与とその評価について、第一報告書において彼ら

自身から出された意見を挙げる。

「私はYOPが好きなので、ずっと続けようと思う。パネルは集まった人々

のためで、彼らは友好的にパネルでの問題を気にかけている。私はパネ

ルが人々の人生であり、それは配慮や思索に値するという事実を見失わ

ない。私は全過程がポジティブで、楽しむことができるとわかったし、

我々がこのような人々の人生を変えていけること自体が十分な報酬なの

だということがわかった。」

「私は、パネルは素晴らしいと思うが、それを進め、成功させるには、か

なりの想像力が必要であると思う。」

　CPMは、これらのコメントから明らかなように、単に「他者の為に

行う」という従来のイギリス的ボランティア精神に基づくボランティア

ではない。CPMとしての活動をCPM自身が「自己の成長・発達」や

「生き甲斐」といった「自らのために行う」ものとして認識しているの

であって、この事実から、パネル会議というシステムがイギリス特有の

ボランティア精神によって必ずしも根拠付けられてはいないといえる。

CPM志願者のモチベーションに関して、その重点は「ボランティア」

よりもむしろYOTや裁判所といった専門家から非専門家たるコミュニ

ティへの「エンパワーメント」が為される点にあるといえるだろう。
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　ところで、委託命令パイロットを実施するにあたっては、新たに委託

命令独自の任務が発生した。具体的に各地域でそれを担うのは、準備段

階から委託命令全体の調整・管理を行う管理スタッフ、実際にパネルを

運用するCPM、そしてそのCPMを訓練するトレーナーである。次に、

管理者とトレーナーについて概観する。

　第一報告書によれば、委託命令パイロットの画一的で詳細な管理方法

は確立されておらず、組織形態にはパイロット地域間ではっきりとした
　　　　　　　くユ　
差異があるという。パイロット管理の全体的な責任を引き受けるべき専

門スタッフ（地域のメディエーション専門組織等〉と契約し委任する地

域、他のスタッフ同様、既存の運用組織から管理者を起用する地域も存

在した。しかし、大半は新たに委託命令専門のポストを設立し、委託命

令専属スタッフを雇用した。しかし、パイロット準備期間のタイムテー

ブルは非常に厳しく、第一報告書は、この厳しさが人事及び管理の在り

　　　　　　　　　　　　　　　　　　くユ　
方に重大な影響を与えたと強調している。

　委託命令パイロット開始時の11地域それぞれにおける基本的な組織は、

下記の表10の通りである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くユ　
　　　　　表10　11のパイロット地域におけるスタッフ構成

パイロット地域 主席マネージャー その他の委託命令スタッフ 委託命令スタッフ管理者

Blackburn 委託命令（RO）マネージャー 2人の常勤スタッフ 非常勤管理者

Cardiff 　　　、xOTマ不一ジャー／Cardiff　Mediation（CM） YOPコーディネーター
iCMに所属）

常勤管理者（CMに所属）

Nottingham ROマネージャー 4人のRO連絡員
Q人のアシスタント

情報供給コーディネーター

Nott’shire YOTマネージャー 2人の常勤スタッフ 常勤管理者（6月末より）

Oxfordshire 非常勤ROコーディネーター 常勤YOPコーディネーター 常勤管理者（2001年2月より）

Swindon ROコーディネーター 非常勤管理者

Suffolk 　　　、xOTマ不一ジャー
i結果的に実行委員長）

2人の実行委員 常勤管理者

Wiltshire ROコーディネーター 1人の常勤スタッフ 非常勤管理者

HammerSlnith ROコーディネーター

Kensington ROコーディネーター
合同管理者
iWestminsterに所属）

Westminster 臨時ROコーディネーター
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　第一報告書によると、管理者の任用は2000年4月から11月に行われ、

管理者は1地域を除いて全て女性だった。それらの管理者のうち、8名

に対してインタビューが実施されている。そのインタビューによれば、

管理者の主な仕事は、CPMの担当、パネルの日程等の調整、パネルに

関する書面・電算記録の保持である。

　管理者はパネル開催場所を検討、予約し、出席と適切な書類の送付に

ついてCPMと連絡を取る。これはYOT作成の報告書もしくは記入済
　　　　　くユ　
みのASSETフォームも含む。　NottinghamとNottinghamshire、

Blackbumにおいては、管理者が少年行為者やその両親もしくは保護
　　　　　　ロ　
者とも接触する。さらにSwindonでは被害者との最初の接触も管理者

によって行われるが、この仕事は通常YOT所属の警察職員が行うもの

で、他の地区の管理者は、被害者との接触、連絡は全く行っていなかっ

たという。いずれの場合も、管理者はこのような関係者への接触の徹底、

適切な継続に責任を負う。委託命令実施の記録については、地域によっ

て管理システムの構成・入力方式等が異なるものの、全ての管理者がケー

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユ　
スファイルを作成し、委託命令に関する記録を保持している。

　第一報告書が「委託命令管理者の仕事のうち、最も重要なのは、
　　　　　　　　くユ　
CPMとの連絡である」と述べている通り、インタビューからは、管理

者がYOTよりもCPMとの関係性を重視していることがわかる。日程

を始めとして、有効なパネル開催の調整を最も迅速に行うためには、プ

ライベートな事情も含め、CPM各人を詳細に把握しておく必要があり、

また、Swindon、　Wiltshire、　Cardiffを除く全てのパイロット地区で、

　　　　　　　　　　くユヨヨ　
CPMについてのクレーム対応を管理者が担っている点からも不可欠で

あろう。その為に、第一報告書によれば、多くの管理者がCPMに訓練
　　　　　　　　　　　　くユ　
段階から関与していたとされ、早期からCPMと密な関係を築き、個々

のCPMの属性等を理解することに努めていたことが窺われる。まだ
　　　　　　　　　　　ロ　
「基軸になり得るものがない」委託命令という新たな制度において、専

門家であるYOTメンバーとの意見の食い違いに苦慮しながらも、ほぼ
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全ての管理者が、委託命令と自らの仕事に対して、誇りと熱心さを見せ
く　　

たという。このことを第一報告書は「時間の点でも、責任の点でも、彼

らが枠を超えて働いていることは、インタビューから垣間見えた」と評

価している。ある管理者は、この仕事を「最も興味深い仕事」、「何かの

始まりに立ち会える機会」だと表し「それは『地を耕すこと』で、そし

て創り、進化させることだ」と述べている。

　各地域には、CPMの訓練を行うトレーナースタッフがおかれ、第一

報告書によれば、各地でのCPM訓練開始前に、全国的な「（CPMを訓

練する）トレーナーの訓練」がロンドンで実施された。この訓練は内務

省と、YJBから依頼を受けた訓練マニュアル（ガイダンス）の著者に

よって進められ、21名のトレーナー候補者と11のパイロット地域から最

低1名の代表者が出席した。トレーナー候補者は大きく分けて2つのグ

ループから成り、YOTメンバーで、　CPMの選定、訓練そして委託命

令の遂行をコーディネイトする責務を負う人々と、YOTに代わってパ

ネルメンバーの訓練を行うためにYOTと契約を結んだ人々（暫定的な

契約者も含む）である。訓練実施後のインタビューの結果、21名の出席

者のうち！7名が、一連の評価テストと十分な訓練を受け、全体の80％が

マニュアルの理解を深化させることができ、学習効果は上がったと評価
　くユ　

した。その結果、パイロット開始に間に合わせるため、暫定的に雇用さ

れたCPMコーディネーターが、恒久的にコーディネーターとなった例

もある。

　最終報告書では、パイロット期間中、実際に行われたCPMの訓練も

含めた委託命令運用組織体制について、ほぼ以下の3つのモデルに分類
　　　　　　　く　　
できるとしている。

　■包括的モデル

　　全てのYOTスタッフが委託命令の全ての局面に関わる。
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■担当制モデル

　個別の委託命令チームがそれぞれ組まれる。

■パートナーシップモデル

　委託命令の運用面はYOTが担当し、　CPMの採用、訓練、指導はYOT

　と契約したサービス提供者であるボランティア地域和解組織
　（Voluntary　Local　Mediation　Scheme）が行う。

　総じて、各地域の運用組織形態は、パートナーシップモデルへと移行

　　　　　　　　　　　くユ　
していく傾向にあるとされる。これは、組織のCPMに対する管理と実

践の機能を分離させていく方向にあると評価できよう。このような組織

人事の変遷に関して各報告書が何度も強調する問題点は、委託命令実施

のための「政府によるタイムテーブルの厳しさ」という管理上の必要性

である。各パイロット地域のYOTは、対象地域に選出された2000年始

めの時点から、予算が公式に決定されるまでには数ヶ月は準備に取り掛

かれず、第一報告書は「この遅れによって生じた問題に政府が責任を負

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くユ　
わないようなら、これは地方にとって重要な問題となる」と警告してい

る。確かに「タイムテーブル」に対する政府の責任は追及されるべきだ

が、このパイロットの実施にあたって、人事における動揺を生んだのは、

おそらく政府の時間的配慮の欠如にのみ帰するものではない。それはま

さに「目下『（委託命令運用組織の）基軸になり得るもの』が無い」と

いう管理者の言葉に表されているように、委託命令実施における主導権

が一体イ可処に存在するのかということが明確に示されていないことにも

原因がある。ある地区はYOT主導、ある地区は管理者主導、そして外

部の和解専門組織が中心を担う場合もある。もちろん、既存の司法の枠

組みには存在しなかった新しい目的をもつ委託命令について、従来の司

法専門家には経験的蓄積がないため、その地域ごとの様々な専門的経験

や知識を有する人々が重要な役割を担うのは至極自然な流れであろう。
　　ロ　
地域性を生かした緩やかな組織によって運用していくにあたり、組織内

部の葛藤をできるだけ最小化するためにも、政府による管理的要求を



九大法学90号（2005年）400　（59）

YJBの下部組織たるYOTが引き受け、実践は地域が担うという形態

へと変更を余儀なくされているのではないだろうか。

3－4　委託命令と専門家

　委託命令は少年司法における全く新規のシステムであり、「青少年裁
　　　　　　くユ　
判所文化の変化」であるとされる。第一報告書は「（少年司法の）運用

に重要な変化をもたらす可能性がある」として、全ての委託命令パイロッ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くユ　
ト地区の青少年裁判所マジストレイトに郵便による調査を行い、さらに

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くユ　の
中間報告書ではマジストレイト及び裁判所事務官と同時に調査している。

第一報告書における調査は、以下のような情報を収集した。

　　●マジストレイト自身について

　　●委託命令とRJに関する見方について

　　●委託命令の影響がどう出ると考えるかについて

　　●委託命令に関して彼らが得た情報と訓練の性質について

　第一報告書におけるマジストレイト調査は、パイロット開始直前の

2000年6月から7月に行われた。全部で612の質問書が配られ、214が返

送された（回答率35％）。それらの回答のうち、52％は男性、48％が女

性であった。大部分は50歳以上で、ほとんど（96％）が白人であった。

「比較的経験豊富な」マジストレイトから返答があったことがわかる。

わずかに一人、マジストレイトになって2年以下だという回答者がいた。

回答者の半分以上はマジストレイトとして10年以上の経験を有し、71％

以上が青少年裁判所で裁判長を務めていた。

　委託命令に関する情報について、第一報告書では「96％のマジストレ

イトが、書面による委託命令についての情報及びガイダンスを得た」と

答えた。パイロット地域全体で、委託命令の情報を全く得ていないと答

えたのはたった5人だった。3つの地域では調査に対し、全てのマジス

トレイトが清報もしくはガイダンスを受けたと答えた。主な情報源とガ

イダンス元は図4の通りである（複数回答可）。
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　調査に答えたマジストレイトのうち、84％が地方のYOTもしくは

地方裁判所等が提供する委託命令に関するマジストレイト向けの訓練を

受けており、この訓練の主な焦点は「委託命令とYOPを支える理念と

委託命令の期間、均衡性に関する問題等で、それよりも若干少ない数の

マジストレイトが、契約を破った際の手続について（74％）、パネルで

実際に起こることは何かについて（72％）、少年に委託命令を説明する

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　ラ
方法について（66％）の訓練を受けたと答えた」という。

　委託命令に対するマジストレイトの見解について、委託命令の導入を

「行為者によ』り話す機会を与える」「ポジティブな発展」であるとして、

91％が「委託命令の導入は正しい方向への一歩」だったと考えていた。

自由意見欄で、マジストレイトは委託命令について自分自身の言葉で以

下のように述べている。

「過去20年間で最も強く興味をひく発展一最終的には行為者と行為の原因

を見つめる積極的な方法」

「（a）本当には望んでいないのに、少年をもっと世間ずれした犯罪仲間集

団へ近付ける結果にしかならないような拘禁命令を出さなければならな
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いとき、（b）様・々な経済的罰則が実行可能ではないとき、非公式な方法

でしか社会内のフラストレーションを解消できないとき、私はそれが長

い間待望されていた前進への一歩なのではないかと思う。」

　このように、第一報告書の段階では、マジストレイトは委託命令の

RJの理念によるアプローチを支持している。それは、同じく第一報告

書において、マジストレイトの3分の2（68％）が、委託命令によって

行為者自身の行いで生じた損害の修復が促進されるという考え方に賛成

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くユ　の
していて、賠償に対して前向きな意見を表していることからも窺える。

　委託命令の効果については、主にパネル関係者に及ぼす影響と、従来

の少年司法全体に及ぼす影響とが言及されている。関係当事者への影響

として最も大きいのは、被害者の司法手続への関与（65％）と行為者の

両親と保護者がより責任感を持つようになること（48％）だった。コミュ

ニティの関与が深まるということ（42％）については若干低くなってい
くユ　

る。マジストレイトの回答で、特に注目すべき点は「委託命令が行為者

のコミュニティへの再統合を促進する」ということに、37％が賛成でも

なく反対でもないという立場を選び、もしくはわからない（10％）とし

た点である。第一報告書は「このこと（マジストレイトの支持の低さ）

はいくぶん驚くべき回答であるが、パイロット開始までの準備によって

もたらされたものが、マジストレイトにとっては明瞭さに欠けていたこ

とを示すのか、もしくは、CPMの適当な採用についての懐疑論を示す
　　　　　　ロ　
のかもしれない」と評価している。「CPMはおそらくパネルをリード

する技術を有していないだろう」という考え方に関して、マジストレイ

トの3分の1が自分の立場を決められない状態だったという調査結果か

らもそのことが窺える。おそらく、マジストレイトが「コミュニティの

関与」よりも「被害者の関与」が促進されると考えていたのは、委託命

令の背景がRJの理念によって説明されていて、実際のCPMの活動が

具体的にイメージしにくいこの時点では、マジストレイトにとって、委

託命令の内容は「行為者と被害者との対話」であると理解されたのでは
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ないか。パイロット開始後の実状はマジストレイトの予想とは全く逆で

あり、被害者関与よりも、CPMによる行為者のコミュニティへの再統

合がはかられたといえる。

　少年司法に及ぼす影響としては、マジストレイトの5分の3（59％）

が「犯罪行為の原因への取り組みと再犯防止」の促進という効果を挙げ

た。委託命令が現行の少年裁判と自身が出す判決実務に及ぼし得る影響

について、第一報告書の段階では、基本的に現行の裁判に大きな影響が

あるとは考えられていないようで、マジストレイトの半分弱（45％）は

委託命令が「少年犯罪への対応を迅速にするだろう」とし、また20％以

下は委託命令の導入が自身の負荷を軽減するだろうとした。「委託命令

によって無罪答弁増加の可能性が増える（22％）」、「弱い立場にある少

年に提供される一定の法的な保護が、パネルによる意見聴取においては

危うくなる（21％）」という少年司法上の行為者の権利が侵害されると

いう懸念も比較的少ない。しかし、行為者にとっては与えられた委託命

令が事実上強制的な判決であるため、42％が委託命令の導入によって、

重要な司法上の裁量が裁判所からYOTへ移行するだろうと考えていた。

実際にその裁量の制限が現実化した最終報告書の段階でマジストレイト

は、裁量のみならず、パネルからの情報提供までも制限的であることに
　　　　　　　くユ　
不満を述べている。

「私の最初の反応は委託命令が裁判所を巻き込むつもりであるということ

への驚きだった。私はこの一連の動きが、少年が司法制度へ押し込まれ

るのを防ぐ試みになるだろうと予測した。しかし基本的に命令の後を考

えることには賛成だが、その制度の任務を為すために、私ができること

を整えなければならない。」

「委託命令に関しての私の疑念は、対象者が有罪答弁をした初犯に限られ

るということだけだ。これは、身体犯を除くすべての少年行為者へ拡大

されるべきだ。地方における人材を磨いた結果、議長としての技能と知

識で、パネルが少年『自身』と彼らの家族『自身』の様々な生活スタイ

ルに合わせることができる。」
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　最終報告書においてマジストレイトは、わずかながらも被害者参加と

賠償を取り入れることのできる委託命令に対し、RJの理念の実践が可

能な手段の1つとして、また少年行為者に対して実効性のある自主的な

賠償を課す手段として、さらに拘禁の削減を招くダイバージョンの一形

態として、その後も活用可能なものとして肯定的に評価している。他方、

従来ならば司法に取り込まれることのなかった軽微な犯罪に関しては、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くユらの
委託命令の対象からも除外するべきであるという意見が見られる。

　また、次に示す裁判所事務官への調査結果からは、事務官が裁判所の

裁量制限、及びネットワイドニングの危険性をマジストレイトより早期

から懸念していたことが分かる。

　評価チームは、2000年ll月、青少年裁判所に勤務する事務官に対して

郵便による調査を行っている。調査は以下のようなことについて情報を

求めた。

　　●事務官自身について

　　●委託命令とRJに関する見方について

　　●委託命令の影響がどう出るかについて

　　●委託命令に関して彼らが受けた情報と訓練の性質について

　全体で120の調査書が送られ、61の事務官から返送された（回答率51

％）。回答者は主に年配者で経験豊富な事務官であり、92％が30歳以上、

67％が10年以上の経験を有していて、事務官としての経験が2年以下な

のは3人だけであった。また、多くが女性（64％）、白人（85％）で

あった。

　委託命令に関する情報は、主に政府から来ていた関連書類から得られ

ていて（77％）、53％は地方の訓練を受け、39％は何らかの委託命令に

関する打ち合わせ又は会議等に参加していた。

　委託命令に関する事務官への訓練については、主にYOTによって行

われ、どのようにパネルが機能するかについての説明と、契約合意が為
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された後の手続について、説明不足だったとされる。しかし、87％は訓

練を有用もしくは非常に有用であったと評価していることから、裁判官

と同じく、第一報告書は大半の事務官が委託命令の概要をパイロット開

始前から理解していたと解釈できる。

　RJの理念の導入に関して、事務官の67％が（マジストレイトが91％

だった）「RJの導入は正しい方向への一歩だ」ということに同意した。

また事務官の47％が、委託命令は「加害者に、より重い責任を負わせる」

であろうということに同意もしくは強く同意した。このような数値から

はRJの理念による問題解決に懐疑的な事務官の基本姿勢が見て取れる。

しかし、事務官は賠償については比較的積極的な意見を示したとされる。

53％が委託命令によって「行為者が自身の行いによって生じた損害の修

復を促進される」であろうという考え方に賛成しており、同意しなかっ

た者はわずか9％だった。

　被害者関与については、事務官の55％（マジストレイトの65％）が変

革によって被害者はより深く関与することになるだろうとしながら、被

害者のより深い関与が、被害者に「少年司法制度へのより大きな信頼感

をもたらす」点にはわずか15％しか同意していない（マジストレイトは

34％が同意）。つまり、被害者関与そのものの促進は認めるが、その効

果については、被害者にとって好ましいものになるかどうかを疑問視し

ているといえる。

　また、事務官のほぼ半分が、委託命令は「犯罪行為の原因に取り組む

事を援助し、再犯を防止するであろう」と考えていた。しかし、命令が

「行為者のコミュニティへの再統合に寄与する（28％）」ことについては

事務官の意見はマジストレイト以上に懐疑的である。

　このようなマジストレイトと事務官の反応状況について、第一報告書

は「全体的な分裂を反映している。計画の理念に対して擁護的な意見は、

命令により少年の両親がより重い責任を負うことについて、もしくはコ

ミュニティがより深く関与するのが可能な範囲について、事務官のよう
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ラ
なもっと懐疑的な意見と対照されるべきである」と述べている。

　第一報告書における調査は、事務官に対し、現行の青少年裁判所と判

決実務に委託命令が与え得る影響についての一連の質問も行った。事務

官は主に裁判所に与え得る影響について、特に裁判所の裁量が失われる

ことと、判決に与える潜在的影響に関しての懸念をマジストレイトより

も見せたという。事務官はYOPの少年に対する聴聞において、少年に

提供されるべき保護という重要な問題を提示した。47％が、行為者は法

定代理人を立てる権利を与えられるべきだと考えていた。つまり、事務

官特有の懸念として挙がっていたのは、契約の均衡性にについて、法的

代理人なしに、法的にそのような契約を結ぶ能力が無いと思われる少年

と結ぶ「契約」の概念であった。この点は、CPMに対する信頼感につ

いて、事務官の3分の2が「CPMがパネルを進行する技術を持っていな

いだろう」という考え方に同意したこと、「契約における均衡性の問題

や、パネルにおいては、少年の責任が軽減される事項を考慮に入れない

かもしれないという懸念がある」と答えていることからも窺える。裁判

官が裁判所と委託命令という関係性で調査に答えていたのに対し、事務

官の視点は、少年司法における適切手続保障の観点に強く依拠するもの

であり、より広い視野に立って、少年司法制度ひいては刑事司法制度全

体から委託命令を評価した結果の回答である。

　また、事務官のもう1つの懸念は、委託命令の導入によって、パネル

に委託されない、より深刻な犯罪に対する拘禁利用の増加である。犯罪

の質が軽微であるか重大であるかによって、事案への対応が二極分化す

ることについての懸念が「法によってマジストレイトに与えられた裁量

の欠如が少年への拘禁利用の増加につながるかもしれない」という回答

にも反映されている。同様に、事務官の半数以上（56％）が、違反か契

約合意に失敗したために裁判所へ返戻委託された少年が、最初にYOP

に委託されなかった場合よりも、もっと厳しい判決を受けるかもしれな

いということに同意している。
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　このように概観すると、事務官は、法を支えるRJの理念と実践及び

その効果について、マジストレイトよりも懐疑的であるといえよう。事

務官の大きな現実的懸念は、委託命令が従来の裁判所の裁量と権威を制

限し、阻害するということだった。確かに、事務官の意見には、契約と

犯罪との均衡性や少年の代理人を立てる権利、犯罪対応の二極分化に対

する懸念等、RJに対して一般的に向けられる重要な批判が内包されて

いる。ただし、委託命令に限っていえば、このような事務官の意見形成

には、非専門家たるCPMに対しての低い評価が大きな影響を及ぼして

いる。

　それにもかかわらず一連の報告書は、事務官のこの「懸念」に対して、

明確な回答を示してはいないように思われる。

3－5　委託命令と少年行為者とその両親

　行為者に関する委託命令の評価を調査から概観してみる。行為者のパ

ネルへの出席形態について、第一報告書は、行為者が1人で出席したの

は10％で、残りのうち80％は他に1人に付き添われて出席したとしてい
くユ　ヨう

る。また、最終報告書の調査によれば、行為者はパネルが裁判所よりも

自らを公正に扱い、主体的に当該犯罪について説明することができたと

　　　　　　　　　く　の
高い割合で認めている。これはCPMへの調査においても、少年自身の

立場から見てもパネルの性質について「むしろ親のように」少年を対等

に扱いながらも厳しさも持っているとして肯定的に評価した点が、一定

程度肯定的に評価されたと見てよいだろう。しかし、行為者がパネルに

参加するにあたっての説明には「少年自身の友人もサポーターとしてパ

ネルに参加できること」や「提案された契約について、考える時間が必

要ならば、すぐに同意しなくてもいいこと」等が含まれていなかったと
　（1量5）

いつ。

　一般的なCPMの行為少年に対する姿勢は、以下のようなCPMの意

見に代表される。
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　「概して、我々が少年のポジティブな部分に焦点を合わせ、彼らの行動や

　　思考を変える方法を模索しようとしていることに、少年たちが皆驚いて

　　いると私は思う。我々は彼らがアドバイスを求め、もっと前向きな自分

　　の将来の為に、自分の生活を変えるよう促しているのだ。」

　一方、パネルメンバーの多くは、少年が自分の行動に責任を取ること

に常には確信が持てないとも感じていたという。

　「パネルは少年に彼らが生じさせた被害に対して責任を取らせているよう

　　だ。それが心からのものかどうか、私は分からない。それはおそらく、

　　彼らが後悔を見せ、彼らがしたことを悪いと認めなければならないとい

　　うような、パネルの過程でしかない。私は、彼らがパネルに来ること自

　　体を後悔すべきだと思ったのかどうか疑問に思う。」

　CPMは、少年行為者の親（もしくは保護者）のパネル参加について、

少年とその親の間でも何らかの修復があれば、彼らの親にとっておそら

く非常に有益だと思う、と述べたという。ただ、親の責任や親と子の関

係に関して、CPMが過度に介入する事は、前述のようにパネルが「社

会的問題」に手を拡げ過ぎることにも繋がりかねない。実際には、最終
　　　　　　　くユらの
報告書の調査結果で、少年行為者及びその親（保護i者）がパネル経験に

ついて「その趣旨を理解したこと」、「敬意をもって扱われたこと」、「自

分の言葉で説明ができたこと」、「訴追されているのではないこと」、「自

分に助言を与えてくれること」等、裁判所に比べて明らかに高い数値を

記録していることから、ある程度CPMの試みは成功しているといえる。

パネルでの契約についても、CPMは、「パネルは常に子供に焦点を当

てているので、自分はもっと『契約の制限的項目以外で親と協働する』

領域を模索したい」という。CPMは契約の合意はそれほど困難ではな

く、むしろ本当に困難なのは、契約内容に親と少年を積極的に寄与させ

ること、もしくはそれについて自分で提案させることであると気付いた

のだという。
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「私は契約のボランティア的側面は重要だと思うし、常に少なくとも一つ

はボランティア項目を契約に含めようとしている。なぜなら、少年はボ

ランティアによって彼らが自分自身で選んだことをしていると気付くか

らである。」

　一般的に、RJプログラムにおいては、その実行に際して、まず犯罪

事実そのものについての行為者の自認・容認が重要な最低限の要件とな
くユ　の

る。その点は委託命令においても同様で、その確認は既に裁判所で為さ

れている為、パネルにおいては非公式手続を非専門家たるCPMが担う

こととなる。しばしばRJに対する批判として非公式手続の適正さの欠

如が挙げられるが、委託命令において、行為者がパネルにおいて感じた

「公正さ」は、通常の刑事手続における適正手続保障と同質のものであ

ろうか。刑事司法における適正手続保障は、司法専門家が法的援助を行

い、行為者を訴訟の主体として承認することで担保されるものである。

しかし、RJにおける非公式手続においては、むしろ司法専門家の積極

的な関与が害を及ぼし得るという評価からも明らかなように、適正な非

公式手続は法的・専門的援助によって担保されるものではないというこ

とである。委託命令に限らず、修復的司法プロセスの「適正さ」を担保

するものが何であるべきかについては更に検討の余地がある。いずれに

せよ、行為者自身が手続を十分に理解した上で関与することは、手続に

対する納得を得るには不可欠であり、情報を提供される権利は最低限保

障されるべきであろう。

　パネルで合意に至る契約については、第一報告書の調査によると、パ

ネルに出席した277の少年行為者のうち、99％がパネルで契約に署名し
ロ　

た。パイロット期間を通じて、評価チームが罪報を有している契約のう

ち、項目の数は1つ（15％）、2つ（30％）、3つ（37％）とされ、5分

の4が3つもしくはそれ以上の項目を含む契約であった。全部で635項

目が277の少年によって合意された。情報を得た240の契約のうち32

（13％）が、義務的な項目に加えて、ボランティア的項目を含むもので
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あった。最終報告書では、全ての契約において、ほぼ一般的な条項は賠

　　　　　　　　　　　　　　　　　ラ
償的行為（40％）であったという。これは犯罪行為の賠償（9％）、

YOT職員との指導・評価のための話し合い（6％）、就職もしくは職

業的選択肢の開拓（6％）、教育（5％）、被害者を意識した行為（5％）

などである。また主にYOTにより提供される項目として、　YOT職員

との面会（20％）、犯罪行為についての話し合いへの参加（17％）、怒り

をコントロールする会（13％）、ドラッグやアルコールへの認知を深め

る会（9％）、被害者を意識する会（8％）、暴力行為を克服する会（3

％）等のグループスタディに参加することが含まれている。前述の通り、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　の
パネルにおける契約は賠償の要素を含むよう法律に規定されている。

Dignanはパネルの賠償的活動を「再犯の危険性を減らし、行為者の権

利に基づく断固たる（裁判の）結果よりもむしろ、被害者の要求に向き

合いながら、行為者の責任感を高めるという目的を達する手段として最
　　　　　　　くユ　つ
も良いと思われる」とする。CPMがこの点を重視していることも、以

下のようなCPMの意見から明らかである。

「賠償ははっきりと結果が分かるという点で、契約のうち最も重要なこと

である。」

　一連の報告書は、この規定の実行性を評価するにあたり、パネルに対

する謝罪、書面による謝罪、被害者への損害賠償、コミュニティで為さ

れた賠償活動を含め、「賠償」の範囲を広く解釈し、全ての契約の85％

が賠償の要素を含むとした。しかしながら、第一報告書の調査結果から

は、実際、賠償が常に契約の中心にあるわけではないことが分かったと

される。

「我々が賠償のためにできることの選択肢を有していればと思うが、資源

がないために、あまり選択肢は無い。賠償を監督する者がいないために、

謝罪の手紙を書くといういつも同じ古臭い方法に頼るしか我々にはない

らしい。」
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　契約におけるほとんどの賠償は、前述の！999年法における「被害者の

同意」が得られず、被害者への直接賠償より、むしろコミュニティに対

しての間接的な賠償になりがちであるのだという。さらに、第一報告書

が「集められたデータから、『コミュニティに対する賠償』の実質と、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　う
またその厳密な賠償的意義は不透明なままであるといわざるを得ない」

とも付言していることから、被害者が存在する犯罪に関しては、コミュ

ニティに対する賠償ではパネルの役割はやはり十分に果たされ得ないの

かという疑念が生じる。「コミュニティに対する賠償」の127項目のうち、

この内容について明確な情報がわかるのは50事例（39％）で、飲酒や薬

物使用の危険を呼びかけるリーフレットや張り紙のデザインを少年にさ

せる等、その多くはかなり創造的で多岐に渡る。しかし、あとは「コミュ

ニティに対する賠償」とのみ記録され、その実質的内容が不明であり、

「厳密な賠償的意義」は検証し難い。

　また、被害者もしくはコミュニティへの賠償を誰が保証して少年に実

行させるのかという問題も顕在化している。

「我々はいくつかの行動を、保証の問題で契約に入れることができなかっ

た。少年は監督され、その行動を保証されることが必要だが、それは不

可能である。」

　賠償に関しては、刑事司法における処分との整合性の問題もある。マ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コくユ　
ジストレイトによって既に少年に法的に賠償命令が課されていた場合、

パネルにおいて賠償を契約に入れることが特に困難だったという。第一

報告書は「このことは、賠償の自発性を損ない、パネルの仕事を先取り

するのみならず、パネルがするべきことが他にほとんどないことを意味

する」としている。

　最終報告書によると、パネルが行われた事例のうち、4分野3で少年

たちが無事契約を果たした。「高い達成率は、命令期間が比較的短期で

あったこと、契約項目が少ないこと、犯罪の形態などと関連しているよ
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　　　　　　　　　　ロ　の
うだ」と分析されている。また、最初のパネル会議が行われたケースの

うち、23％以下で、少年が更に別の犯罪で有罪判決を受けている。その

ようなケースのうち4分の3は、契約を遂行し委託命令が取り消された
　　　　　　　　　　　　　　　　　ら　
後に、再び有罪判決を言い渡されている。つまり、パネルの任務が完全

に果たされた後の再犯率は約18％と見ることができる。この数値は他の

RJプログラムと比較してもほぼ同等の低率だが、その有罪判決の内容

に関しては何ら言及されておらず、以前に委託命令を遂行したというこ

とをその後の手続においてどう評価されるのか、といった点についても

検証が必要であろう。

3－6　委託命令と被害者

　第一報告書段階において、直接の被害者または被害者の代理人が27パ

ネルに出席した。これは、評価チームがデータを有する全てのパネルの

約10％に相当する。しかし、第一報告書段階では、パネル対象犯罪の中

にスピード違反や文書偽造といった被害者不在の犯罪も含まれており、

被害者参加パネルの割合を正確には把握できていなかったという。最終

報告書では、パネルメンバーが接触した被害者のうち22％（71件）で被

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くユ　
害者本人がパネルに参加したという結果であった。これは実施されたパ

ネル全体の13％にあたる。更に被害者の代理人が出席した場合も合わせ

ると93件で、手紙等何らかの被害者関与があったものも含むと155件で

あった。数値としては第一報告書の段階よりわずかながら増加している

ことになる。

　パネルへの被害者関与が少ない理由として、第一報告書においては、

パネルが裁判所で委託命令が為されてから15勤務日以内に召集されると

　　　　　　　　　　　　　　くユ　
いう全国的基準が挙げられていた。（行為者の家族ではない）直接の被

害者が出席した16のパネルのうち、半分が15日間以内に設定されたが、

その事実のみによって、被害者が予定された期間内でパネルに関与する

ことが可能であるとの根拠にはなりえないだろう。第一報告書は、「（委
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託命令の）被害者関与が少ないことに関して、他の（RJ）プログラム

における調査結果は、さしあたり何の意味も無い。少年司法にカンファ

レンスのプロセスを導入した他の取り組みは、短期間内に召集する事に

悪戦苦闘した」と述べる。たとえば、New　South　Walesでは「少年司

法カンファレンス」が、委託後21日以内に召集されるよう決められてい

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
る（通常警察から召集される）ことや、Trimboliによれば、1885件の

カンファレンスのうち、わずか15％しかこの期間内にできず、52％以上

が22～42日の間で召集されたという。被害者はこれらのカンファレンス

のうち73％に出席したが、これは委託された犯罪行為が比較的軽微であっ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くユ　
たことによるとされている。ニュージーランドでの調査によると、あま

り深刻ではない犯罪の被害者は、深刻な犯罪の被害者全てに比べて「家

族集団会議（FGC）」にあまり参加しないという。ニュージーランドで

はFGCにより多くの参加を得るために、法定の時間枠が28日問まで延

長された。さらにこれは、FGCの期日がこの期間内に設定されさえず

ればよいことを意味するとして、立法は柔軟に解釈されてきた。ニュー

ジーランドの場合、被害者はFGCの50％以下に出席するだけだが、こ

れは被害者がFGCに出席したくないから（FGCに出席したくなかった

のはわずか6％）ではなく、ほとんど共通の理由として、単に「召集さ

れなかったから」、「終了後にFGCのことを聞いた」、もしくは「FGC

が被害者にとって都合が悪い時間に開かれたからなのだ」という。

　委託命令に関して、総数は少ないものの、それでも被害者参加のある

パネルは、そうでないパネルよりも成功率が高いという調査結果がある。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くユフの
最終報告書によれば、無い場合は63％、ある場合は80％であった。ただ

し、この場合のパネルの成功とは、少年が契約を無事遂行したというこ

とを指し、それは行為者にとっての成功である。CPMが実際のパネル

で実感した行為者にとっての被害者関与の利点は、被害者の苦痛や痛み

を少年が直接的に理解すること、その結果生じる後悔等から今後の行動

へのモチベーションが生じることである。被害者不在のパネルに関して、
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　　　　　　　　　　　　　　　くユ　
最終報告書におけるCPMへの調査においても、被害者からの手紙やも

しくは何も無い状況では、「被害者に関する情報が不十分だった」と約

半数（54％）が答えている。被害者が出席していない時、CPMは犯罪

によって影響を受けた被害者について、少年がどのように考えるべきか

彼らと共に探るように努めているとする。

「被害者が出席していないと、彼らの意見は十分に主張されず、パネルは

この役割を適切に果たせない。少なくとも被害者に代わる彼らのサポー

ターや、被害者群をしっかりと代表する誰かが必要である。」

「被害者が出席していないのは、少年にとってかなり楽になることである。

被害者が出席すれば、パネルはまったく違うものになる。被害者がそこ

にいないのなら、被害者の見方を強調しないことは非常に容易だ。被害

者がそこにいないとき、話の焦点はすぐに被害者から外れがちで、忘れ

るのはたやすいからである。」

　一方、第一報告書におけるCPMトレーナーの「訓練プログラムは被

害者の問題に対して、制限的に捉え、被害者の関与とその必要性等を教

えるのみであった。そのため、CPMによっては、訓練に参加した結果、

被害者の問題と被害者の出席をパネルの中心的な任務ではないと受け取
　　くユア　　

り得た」という指摘が正しいとすれば、被害者参加の方法や結果につい

ては、YOTやCPMといった委託命令実施機関に属す立場の者以外に、

VSのような第三者機関によるサポートや検証を行うことで、委託命令

プロセスにおける被害者の地位を担保する必要があるのではないか。こ

の点について、現在、委託命令についてのVSの見解は「被害者に対し

てRJを提供しうるもの」として認め、「被害者が行為者に対して尋ね

ること」や「自らの犯罪被害について述べることができる機会」である

として、「被害者にはその機会を選択する自由がある」とするに留めて
　く　う

いる。RJが被害者の自主性を重視する点からいっても、　VS側から積

極的な参加を呼びかけるというのは困難かもしれないが、パネルに参加

もしくは調整段階でYOTと接触するにあたって、　VSが被害者付添人
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を派遣できる点も記載されており、被害者のニーズがあれば、協力でき
　　　　　くユ　の
る体制はあるといえる。

　そもそも委託命令が「被害者の絶対的利益になる」とはいい切れない

以上、被害者にとって委託命令がどうあるべきかは、慎重な検討を要す

る問題である。他のRJプログラムにおける被害者関与の状況との純粋

な比較は困難だとしても、被害者がパネルに対して何らかの期待を見出

すことができるのか、被害者のニーズはパネルに求められ得るものなの

かが検討された上で、被害者参加の促進を考えるべきである。

3－7　コストについて
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くユフらラ
　最終報告書には、委託命令に関するコストについても述べられている。

基本的に委託命令の資金は内務省の投資による。なお、追加予算はVS

への援助等にも使われている。

　平均的に予測される委託命令費用は、1管轄地域あたり38，180ポンド

（≒4，581，600円）、試験運用地域全体では20，000，000ポンド（≒

2，400，000，000円）以上であり、地方の地域では多額の借金を負う結果と

なった。平均的なパネルの費用は、最初のパネル会議で130ポンドから

350ポンド（≒15，600円～42，000円）、再検討もしくは最終パネル会議で

50ポンドから130ポンド（≒6，000円～15，600円）である。契約に関する

平均費用は、地域ごとに様・々で、100ポンド以下から400ポンドまである

が、全体の平均は110（≒13，200円）ポンドである。1度の委託命令の

平均費用はロンドンを除外すると630ポンド（≒75，600円）で、ロンド

ンを含めると690ポンドとなる。委託命令の費用は、期間、被害者参加、

罪態に左右される。結果的に、委託命令には当初の予想よりも多額のコ

ストがかかっており、今後、全国で委託命令を実施するにあたり、どの

部分に投資し、どの部分で削減するのかが問題となると最終報告書は結

論づけている。特に、今後重点をおいていくべき課題とされた被害者参

加の促進には、おそらく多額の投資が必至であると考えられるが、既に
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赤字となっている地方等ではより困難な状況が予想される。
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第4章　委託命令の評価と今後の課題

4－1　委託命令の評価

最終報告書は、「委託命令が提示する従来の少年司法に対しての提案」

　　　　　　　　　　　　　　くユ　　
として、以下の4つを挙げている。

●多数のボランティアを採用、訓練、管理すること

●非専門家が議長を務めるパネルを確立、運用すること

●両親や保護者、被害者、その他の人々が刑事司法手続（の一部たるパネ

　ル）に積極的に参加すること

●行為者が犯罪行為と向き合い、賠償を含む建設的行動を受け入れる契約

　に同意すること

　さらに、これらの提案は「パイロットにおいてほぼ実行に移された」

と評価している。その理由を以下にまとめる。

　YOTや裁判所といった少年司法の専門家は、委託命令の「少年司法

にRJの要素を取り入れながら少年を扱う」という目的を立法当初から

支持していた。
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　パイロットにおいて、建設的で慎重な直接参加の非公式的な会議形態

が確立され、そこでは、少年やその両親、（参加した場合は）被害者、

CPM、　YOTメンバーといった当該犯罪の当事者とコミュニティが、損

害の修復、少年の犯罪行為の性質と、その原因に取り組むにはどうすれ

ばよいかを話し合う機会を提供された。そのパネルにおいては、非専門

家たるCPMが、少年司法の専門家たるYOTメンバーとの信頼関係を

構築しながら、パネルをリードし、成立させた。コミュニティの代表た

る非専門家が、このような役割を果たすことは、少年司法における、よ

り非公式的でより包括的な新しい可能性であることをCPM自身が自覚

し、専門家は委託命令による実質的変化と広範な文化的調整の必要性に

対応した。

　その結果、少年行為者たちの多くとその両親、または被害者が、パネ

ルにおいて、敬意を持って公正に扱われたと実感できたこと、委託命令

が裁判所の少年司法に関わる専門家（マジストレイト・事務官）から、

有用な制度として一定の評価を受けたこと、イギリス少年司法が、RJ

の理念によって、賠償という考え方を持ち込む等、「拡がり」を見せた

という成果が認められた。

　同時に報告書は、パイロットにおいて、以下のような問題点が浮上し

たと指摘する。

　第一に、マジストレイトの裁量権制限と、ネットワイドニングの問題

についてである。委託命令に付すことのできる範囲が限られていること、

また逆に、従来であれば裁判官の裁量で処理できた軽微な犯罪について

も、委託命令によって、司法的介入の範囲に取り込まれてしまうことへ

の懸念が司法専門家にはある。

　第二に、パネル契約における賠償的項目を実行するための行動プログ

ラム、賠償計画といった社会的資源をYOTは充分に提供できなかった。

しかし、パネルの活動が更にコミュニティに浸透すれば、社会的資源は

もっと充実するだろう。
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　第三に、最も大きな問題はパネルへの被害者関与率が非常に低かった

ことである。その原因として、パネルという修復的プロセスに被害者が

関与することの適正性が関係者に充分に理解されていなかった為に、被

害者関与の促進に関して地域差が見られたことがあげられる。改善策と

して、他の修復的（司法の）プログラムを参照しながら、YOTの被害

者に関する教養を高め、委託命令過程における被害者関与を受け入れ、

援助することのできる体制を作ること、被害者が委託命令について十分

に説明され、参加を選択できる機会を与えられること、また委託命令の

過程に関して、一貫した被害者への情報提供が為されることが必要で

ある。

　以上が報告書の具体的評価の要旨である。最終報告書は、パイロット

を経て、委託命令という新しい制度に関する全般的な評価を「パネルの

過程と結果は手続的にも、RJプログラムとしても、また独特の司法形

態としても十分満足できるレベルであると思われる」と結論付け、その

制度的有効性について、明白に肯定的な態度を示している。最も重要で

あるとする被害者関与の問題について「委託命令の全体的な理念は、全

ての参加者から賛同を得ている」のだから、「本質的に、理念の問題で

はなく、実施における問題である」として、「短いパイロット期間で、

委託命令は従来の強固な少年司法システムに興味深い提案を行い、問題

を抱えつつも、やはり少年司法システムに無視できない衝撃を与えたこ

とは間違いないだろう」と結論した。

　しかし、委託命令の評価については、そのパイロットの実施過程と結

果からのみでは浮かび上がってこない問題点がある。まず、イギリス労

働党政権の犯罪政策学背景、またRJの理念に照らしたこの「制度」の

検証がなければ、その真の評価は困難であろう。報告書が指摘する問題

点は「制度」としてのRJたる委託命令の実践から明らかとなった実証

的な問題点である。さらに、委託命令そのものが構造的に抱える問題性

も存在する。以下、そのような観点から問題点を整理する。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くユ　
　第一に、委託命令によるネットワイドニングの可能性について、報告

書はマジストレイト・事務官の懸念がある旨述べている。少年が委託命

令に付される為に供述を変えるということについてはCrawfordが指摘
　　　ロ　　　

している。すなわち、委託命令は、マジストレイトの裁量権を制限し、

一定の条件を満たす場合、少年に対する全ての初回有罪判決に対して科

されると規定されている。それゆえ、従来であれば裁判所段階で処理し

ていたような軽微な犯罪の場合、少年が司法的介入を避けるため無罪答

弁をして事実を争う場合が増加するおそれがあることから、そのような

犯罪に関しては、従来通り裁判所段階で処理できるよう、裁量権を有す
　　　　　　　　　　　ロ　　う
るべきだという批判がある。97年白書が「修復」の理念と同時に、「報

復」を掲げていること、98年法にも内在する社会防衛の強調という性格

に鑑みれば、委託命令もイギリス少年司法の歴史における「二極分化」

と「正義モデル」の流れの延長線上にあるものと理解すべきだろう。従

来、軽微な犯罪と看倣され、国家的統制下からは外されていた行為を考

慮に入れることは、むしろ立法当初に政府によって意図されていた結果

である。当該少年に内在する「犯罪原因となり得る」要素に予防的観点

から働きかけることで犯罪原因に対する国家的コントロールを及ばすこ

とこそ、労働党ブレア政権の意図する「Tough　on　causes　of　crirne」

の内容であろう。

　第二に、前項に関連して、委託命令がイギリス少年司法における「二

極分化」傾向の一翼を担っているのではないかという問題点がある。委

託命令に付される少年が「初犯」に限定されていることからは、累犯傾

向のある少年に対する拘禁増加の可能性が看取できる。そもそも、当事

者の任意性を重視するRJの理念からは、犯罪類型や犯罪歴によって対

象を区別する必要性は無い。つまり、どのような犯罪類型や当事者であっ

ても、可能性が有り得る場合はRJによる修復の機会は与えられるべき

で、少なくとも、政策的判断によってそれが予め限定されるべきでは

ない。
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　第三に、プログラムにおけるCPMは、真の意味でコミュニティを代

表する存在足りえるのか、つまり、CPMの「代表者性」の問題である。

　　　　　　　　　　　　　　くユ　
CrawfordとNewburnによれば、「内政重視の文化」と「パターナリ

スティックな態度」を保持する専門家による刑事司法に、コミュニティ

が関与することの意義は、「高度に『社会的』なプロセスでありながら、

実際には（その内実を）充分に公に知られていない刑事司法」と一般市

民を繋ぐ「架け橋」として、刑事司法の手続保障と公平性を担保し、

「司法にできることは何か？」という公の期待を適正化する（＝誤解を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くエ　
解く）ことだという。また更に、BraithwaiteとDalyが論じているよ

うに、加害者と被害者の対面を基礎とする伝統的修復的司法にとっても、

コミュニティが参加することには以下のような意義があるという。ごく

個人的な手続となりうる修復的司法手続が公に開かれること、司法専門

家による仲介を制限できること、加害者・被害者に関わっていく周囲の

人々の責任を明確にできることである。しかし、CPMの場合、報告書

でも指摘されていたように、実際に採用されたCPMの属性がある一定

の範囲に限定されているために、限られたコミュニティの代表でしかな

く、また、CPMがボランティアとして成熟するにつれ、非専門家から

「準専門家」へと変質してしまう危険性がある。上記のようなコミュニ

ティ関与の意義を実現し得る代表者としてCPMが認知されるためには、

より広い属性のCPMを採用することと同時に、刑事司法手続における

国家の協力者としてではなく、被害者・行為者・コミュニティにとって

　　　　　　　　　く　　
「十分関係修復的である」新たなバランスを模索する、両当事者が属す

るコミュニティの代表者としての立場を堅持する必要がある。

　第四に、委託命令の運用軌間の責任関係について「目下、（委託命令

運用組織の）基軸になり得るもの』が無い」という管理者の言葉に表さ

れているように、実施における責任主体が一体何処に存在するのかとい

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロ　
うことは明確に論じられていないことに起因する問題がある。CPMは

パネルをリードする責任者であるが、委託命令そのものは飽くまでも刑
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事司法手続の枠内で機能しているプログラムであり、国家にその運用上

の最終的責任があると考えるべきだろう。だとすれば、パネルにおける

契約が賠償の要素を含む場合、それが被害者個人・コミュニティいずれ

を対象とするものであっても、少年が実際に「賠償要素を含む行為」を

実現しようとするためのプログラムの整備や社会的資源の確保は、国家

が責任を持つべき事項である。RJは、「自主性」に基づいて当事者が

向き合うことを志向するが、個人に自己責任を負わせようとする考え方

とは意を異にするものである。

　さらに、コミュニティの関与と関連して、RJの理念を実現しようと

する制度の在り方という点を考えると、委託命令が抱えている問題性が

浮かび上がる。RJの理念が、イギリス政府による中央化・公式化・専

門化により、弱体化されるのではないかという懸念である。また、それ

は同時に「地域性」の弱体化の問題でもある。CrawfordとNewburn

が「迅速化、コスト削減、業績、能率アップといった管理行政の強迫が、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くユ　
『地方に根差した司法』から遠ざかる要因になっている」と指摘するよ

うに、関与するコミュニティが「政府から資格を与えられた専門家」に

類するものとして国家の管理下に置かれ、結果、従来の刑事司法におけ

る国家対当事者の構図は維持されることになる。そもそも、「自主性」

を尊重し、「対話志向的」な問題解決プロセスを模索しようするRJの

理念を、「合理性」を求め、「結果志向的」な経営管理行政の一環として

実現するとき、その理念は制限され、真の価値を発揮し得ないのではな

いか。RJが刑事司法の枠内で行われ、刑事司法手続の一環として画一

的に管理されることで、Johnstoneが指摘するように「RJが刑罰心病
　　　　　　ぐエ　
法のパートナー」として機能するのみならず、そこで実現されるRJの

価値も、表面的・形式的・儀式的な賠償のように、歪められたものにな

る危険性がある。

　以上のような問題点を考慮すると、委託命令をはじめとしたRJの理

念に基づく一連の労働党政策は、MorrisとGelsthorpeが指摘するよ
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くユ　
うに「RJを広い懲罰的及び統制的法制の一部と看倣す」ものであって、

　　　　　　　　　　　　　くユ　
「RJの理念を刑事司法の主流に」据えようとするためのものではない

と解釈するべきだろう。それは、この一連の立法が、近年の少年犯罪に

対するイギリス国民の不安感という強力な社会的要請に呼応した政治的

対応であることからも明白である。Newburnは、最大の問題が「（現

行のイギリス少年司法制度には）いまだ政策決定のための明確な哲学と

　　　　　　　くユ　
アプローチが無い」ことだと指摘する。すなわち、労働党が少年司法に

おいて「What　Works（何が有効か）」を再犯率やコスト削減等の実績

によって判断する、あたかも経験的問題であるかのように論じること自

体が問題なのであって、本来、それは少年司法においてどのような根本

理念を掲げるかという政治的問題であるということである。前述の通り、

RJの理念は、イギリス少年司法の根本理念として掲げられた訳ではな

く、刑罰志向的性格と並列して、むしろそれを粉飾するものとして取り

込まれた「制度」であって、そこには、少年司法全体がどうあるべきか、

司法が問題を抱えた少年に対してどう応えていくべきか、ということに

ついての一貫した理念は無い。これこそが、委託命令の抱える根本的問

題i生ではないだろうか。

　しかし同時に、報告書において示されているように、このような政策

の射程を越えて、CPMが当事者に全く縁故のない個人として、少年司

法に関与することで問題意識を醸成し、自らの能力を高めることに努力

し、司法と市民の「架け橋」としての自覚を有したということは、委託

命令の大きな成果である。換言すれば、犯罪行為を元にして、土着的・

宗教的コミュニティとは異なる、さらに広いコミュニティの構築とエン

パワーメントが為されたことは、理念としてのRJを体現した結果であ

り、積極的に評価できる点であろう。国家機関の「協力者」という立場

以上のコミュニティの主体性が存在し得た事実は、前述した「good　so－

ciety」というRJの積極的利点に合致するものである。「コミュニティ

という言葉は、ラテン語の『共に』と『守る』（com＋munire）という
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　　　　　　　ぐ　　
言葉から生まれた」とされるように、犯罪原因となり得る問題意識を、

コミュニティ自らが互いにエンパワーメントする中で共有し、それを解

決するための資源を生み出そうとすることこそ、結果として、真の犯罪

防止の基礎となり得るのではないだろうか。

4－2　日本におけるRestorative　Justiceの今後

　イギリスにおける委託命令の検討を踏まえ、日本におけるRJの動向

について若干検討してみたい。

　前述の「少年非行防止法制に関する研究会」の前提であり、少年非行

対策の転換点ともいえる2003年9月の鴻池提言においては、少年事件の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くユ　
「全高送致主義」に対する懐疑が示されている。具体的には、成人事件

における微罪処分は「警察の感化力・指導力」を信頼して定められてい

る制度であるとして、少年事件の処理について「簡易送致の要件」見直

しを提言する。換言すれば「全件送致主義」の見直しである。それを受

け、同研究会においてはイギリスのテムズバレー警察における修復的警

告（Restorative　Cautioning）の事例で、警察に与えられた叱責と警

告の法的権限に基づいて、カンファレンスを行っていることを引用し、

「一番現実的にできるのは警察の段階、軽微な少年非行の段階での修復

的司法で、地域との（ママ）連携してうまくやっていく。その中で簡易

　　　　　　　　　　　　　　　　く　ラ
送致や全件送致の問題がかかわってくる」と述べている。つまり、軽微

事案の処理に関しては、裁判所へ送致することなく、警察主導で地域を

とりまとめながら「修復的司法」的なカンファレンスを行うことによっ

て処理していくという方針が示されているといえよう。

　しかし、そもそも「軽微事案」を処理する権限を警察に委譲すること

で「全件送致主義」が事実上形骸化してしまうことは、警察権限の拡大

であるのみならず、少年警察活動に対する裁判所のチェックが機能しな

いことで、警察による事案処理の在り方が不透明になるという重要な問

題がある。さらに、イギリス委託命令の経験を参照すると、大きく2つ
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の問題点が指摘できる。第一に事実上のネットワイドニングのおそれと

対象事案が「軽微事案」に限定されていることによる予防的観点の強調、

第二に国家機関主導のRJ制度の導入によるRJの理念の弱体化である。

　第一に、事実上のネットワイドニングのおそれは、裁判所に送致しな

いことによって、一見、非犯罪化されたかのように思われる「軽微事案」

について、実際には、少年が警察の監視下に置かれることとなり、更に

警察が地域と連携することによって、地域からも監視されることとなる

のではないかと考えられる点である。また、「軽微事案」の処理を対象

にRJの手法を用いることは、前述の通り、当事者の任意性を重視する

RJの理念から外れているだけでなく、犯罪原因となり得る要因に対し

て国家的コントロールを及ばせるという「早期介入」による「予防」的

観点の強調である。これは、イギリス政府によって「報復」が企図され

たように、鴻池提言において「なんらかの形で『悪いことをした』とい

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くユ　
うことを加害者に積極的にわからせる必要性は高い」として、少年の

「責任の自覚」を強調している点からも窺える。

　第二に、国家機関主導のRJ制度の導入によるRJの理念の弱体化に

ついて、警察主導でRJの理念に基づく制度が導入されることによって、

イギリス同様、もしくはそれ以上にRJの理念が歪曲されるおそれがあ

る。委託命令は裁判所の判断を経た命令として規定されたものであるが、

警察段階の処理ではこの担保すらない。また、委託命令で実際にパネル

をリードするのは警察官や司法専門家ではなく、CPMというコミュニ

ティの代表である。中央集権的国家機関である警察が主体となってコミュ

ニティを取りまとめようとする限り、地域のボランティアや地域住民と

の連携もコミュニティの自主性や「地域性」を尊重したものにはなり得

ず、「国家」対「行為者」という枠組みは維持されることになる。

　また、前述の同研究会内で、イギリスではコミュニティの保護を根拠

に、10歳以上の少年に対しケアよりコントロールを前面に出していると

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くユ　
いうことに言及した上で、委員による以下のような発言がある。
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　「人権を侵害する、人権を制限するから権限が必要なのであり、保護を前

　　面に出すのであれば、ほとんど明確化する必要はなく、貴方のためにやつ

　　てあげているんだから何やつてもいいでしょうという話になる。したがっ

　　て、権限を明確化するつもりならコントロールを出さざるを得ない。こ

　　れはケアと矛盾、乖離するものではないのだから、コントロールするの

　　はコミュニティを守るためなんだ、そのために早期介入しなければなら

　　ないんだ、しかしそれによって人権侵害があってはいけないから権限を

　　明確にするんだというセットにならざるを得ないような気がする。」

　果たして、コミュニティの保護と少年の保護は、相反するものであろ

うか。仮に、相反するとすれば、同研究会の中間報告における「少年サ
　　　　　く　　
ポートチーム」が地域に根差したものになるとき、対立関係に立ったま

ま、コミュニティの安全という利益を侵害する可能性のある少年に対し

て、コミュニティがサポートすることは可能なのだろうか。イギリスの

場合に鑑みると、委託命令におけるCPMが、　RJの理念に照らして積

極的に評価できるのは、前述の通り、政府の意図に反し、CPMが担い

手として主体的に当事者の抱える問題について意識し、そのような自己

の問題意識に基づいて、自身のパネル運営能力の向上に努力したからで

ある。そこにあるのは「少年からコミュニティを保護する」という視点

ではなく、「少年も含まれたコミュニティの在り方を考える」視点であ

ろう。RJにおいて、コミュニティ、市民が担い手となることの重要性

もここにある。このような社会的環境を前提にしなければ、つまりコミュ

ニティと行為者が対置した関係にあるままでは、RJの理念をもとにし

た制度を立法的に導入しても、その理念は歪められ、RJの非公式さ故

に、不透明かつ閉鎖的な犯罪対応を認めることになり兼ねないのである。

　今後、日本においてRJの理念を実現していくことを考えたとき、そ

れぞれ以下のような取り組みが必要であると考える。従来から行われて

きた実務における実践、中でもNGO・NPOによる新しいコミュニティ

を主体とした取り組みによる経験の蓄積とそこから抽出された実践上の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くユ　
問題点の改善、それを支える適切な担い手の育成、そして社会的環境も
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含めたRJの原理的検討である。従来から行われてきた実務における実

践は、いずれも「事実に争いがないこと」を前提に、また審判段階等の

取り組みや当事者からの申し出を除いては、犯罪発生から一定の時間を

経て行われてきた。何故ならば、行為者・被害者いずれにとっても、自

己の主体性を取り戻し、発生した犯罪を客観化するには、相応の時間と

援助を要するからである。このような過程を経て、当事者の「任意性」

に基づいた「対話」が可能な状況での実践の積み重ねが今後とも継続さ

れ、その結果として、コミュニティの問題意識を醸成し、「対話」の担

い手が成長できる土壌が必要である。同時に、原理的検討に関しては、

近時、従来の法的責任（民事責任と刑事責任）に対して、「修復的司法」

における「修復責任」という新しい責任概念についての検討が為され始
　　　くユ　の

めている。現行刑事司法・少年司法との関係性を検討する上でも、今後

の課題としなければならない。

4－3　犯罪被害者支援とRestorative　Justice

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くユ　
　RJは「犯罪を被害者自身の手に奪い返す考え方」でもある。純粋モ

デルにおいては「被害者を手続に参加させること」はRJの「出発点」

であり、「被害者のニーズを満たすシステムの一つ」をRJは「提案し
　　　　　　　くユ　
ている」のである。何故ならば、本来、RJにおいて行為者と被害者は

それぞれに自らの再社会化を志向して対面するものだからである。しか

し、委託命令がそうであるように、刑事司法手続の枠内におけるRJプ

ログラムは「行為者のためのもの」であると理解されやすい。確かに、

被害者が限定的参加を余儀なくされるのでは、被害者の主体性が確保さ

れたRJの実践は有り得ない。被害者の司法制度に対する信頼、ひいて

はコミュニティや社会に対する信頼感は、まず被害者が法的・社会的に

その権利を認められることによって結果的に生じ得るものであろう。

　イギリスにおける犯罪被害者政策は、立法に頼らず、行政努力で推進
　　　　くユ　
されてきた。私人訴追制度が存在することで被害者が司法に関与する余
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地が存在する一方、刑事司法手続においては、被害者は、情報提供者も

しくは証人として扱われ、制度からは疎外されている側面がある。1970

年代に前述の民間被害者支援組織Victim　Support（VS）が誕生し、

刑事司法手続における被害者の保護と参加を求めつつ、福祉的支援二を行

うようになった。1990年被害者憲章と1996年新被害者憲章が出され、手

続段階における被害者の受けた影響に関する陳述（Victiln　Impact

Statements）といった被害者の協力・参加や、情報提供、　VSへの付託、

証人サービス（Witness　Service）、プロベーションサービス等の被害者

へのサービスが提供されたが、これらに法的拘束力はなかった。つまり、

被害者の権利について法に規定されているのは経済的補償のみに過ぎな

かったのである。しかし、イギリスにおけるVSの活動は、被害者民間

支援団体のモデルともされる包括的被害者サービスである。その活動内

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　の
容は、内務省による1996年新被害者憲章にも詳細に明記されている。こ

のことにより、VSの存在と役割は広く認知され、形式的な「単一の窓

口」である警察を経由してミ被害者がVSに支援を求めることができた。

前述の参加・協力・サービスの提供においても、VSとの連携が不可欠

であった。

　前述の通り、VSは委託命令推進班に代表を参加させ、また、　YOT

の予算の一部がVSに寄付されているといった一定の協力関係がある。

今後、被害者関与を促進するにあたっては、VSによる積極的な被害者

援助は不可欠であろう。多様な被害者がいることを考慮し、被害者のニー

ズを的確に把握しながら、被害者に寄り添って適切な援助ができる第三

者として、パネルの担い手であるCPMとは別個に、　VSというコミュ

ニティの関与が必要である。また被害者関与のあり方について、特に最

初の会議を除くその後のパネル参加に関する規定や、最初のパネル終了

後の被害者に対する情報提供等、法的にも被害者の権利をはっきりと規

定し、多様な関与形態を整備することが、多様な被害者に対して開かれ

た選択肢となり得る。
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　日本の刑事司法において、被害者は長きに渡って「忘れられた存在」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　う
であり、「日本の被害者学の軌跡は戦後を出発点とする」とされる。

1980年に犯罪被害者等給付金支給法が制定されたことでごく一部の経済

的支援が規定された後、90年代まで、被害者の権利に関する議論はほと

んど為されてこなかった。1991年10月、犯罪被害者救援基金の主催で行

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　う
われた「犯罪被害給付制度発足10周年記念シンポジウム」を契機に、犯

罪被害者に関する大規模な実態調査と、犯罪被害者相談室の開設等によ

る被害者支援活動の開始へと繋がった。いずれも被害者の実状を知ると

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　　う
いうことの端緒であり、2000年の「犯罪被害者保護i関連二法」と改正少

年法、200！年の改正犯罪者等給付金支給法の成立に見られるような被害

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　　ラ
者保護・支援の急速な発展に重要な役割を果たしたとされる。しかしな

がら、未だ被害者の権利が基本的なものとして確立されている訳ではな

く、被害者支援の根拠となるべき立法が待たれている。

　現在、日本における国家による犯罪被害者対策は、主に警察主導で行

われている。しかし、捜査段階・手続段階での被害者の二次被害の状況
く　ラ

等に鑑みれば、「捜査」を第一の目的に掲げる警察が被害者対策を行う

　　　　　　　　　　　く　の
ことにはやはり限界がある。被害者自身による自助団体に限らず、VS

のように政治的に中立な第三者としての民間団体が、コミュニティの一

員としての被害者を支えていく体制があってこそ、被害者の社会や司法

に対する信頼感も回復される可能性が生ずる。被害者支援において国家

が果たすべき責任は、そのような民間団体の自由な活動を保障し、援助

することであろう。

　被害者にとってのRJの可能性は、1つは行為者との対面によって、

被害の回復に寄与する可能性である。ただし、多種多様な被害者が存在

する中で被害の回復が必ずしも加害者との対話によって可能となるとは

限らない。つまり、被害者のニーズが加害者との対話であるとは限らな

い点に注意しなければならない。もう1つ、重要な可能性として、コミュ

ニティが関与するRJに参加することで、被害者のニーズが明らかとな
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り、そこで被害者を支えるコミュニティによるサポート体制が構築され

ることである。この点を考慮すれば、被害者と加害者ではなく、被害者

とコミュニティの対話（例えば、被害者と被害者の職場や家族、近隣住

民といった周囲の人々との対話等）という形態も有り得ることになろう。

被害者支援は、RJの理念の実現と必ずしも矛盾しないのではないだろ
　く　の

うか。
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結語　改革理念としてのRestorative　Justice

　日本において「Restorative　Justice」を「修復的司法」と訳すこと

には、多くの疑問が呈されている。それはまさに被害者の「一体何を修

復するのか？」という疑問に対して、一言で容易には回答できないこと

にも関連して、RJがより一層誤解されやすくなるということに起因す

る。しかし、RJは具体的な司法制度ではなく「犯罪について思考する

方法、ならびに正義を成し遂げるための制度を性格づける方法、あるい
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　　う
は改革する方法であり、司法とは何かについて再定義するもの」である。

つまり、現行刑事司法が、一貫した理念によって機能しているのかとい

うこと、刑事司法の在り方に疑問を投げかけ、行為者・被害者・コミュ

ニティにとって、より望ましい方向付けを行うことこそが、RJの使命

であるという考え方である。

　また、Braithwaiteによれば、　Restorative　Justiceは「対話的司法

（Conversational　Justice）」でもあるという。「修復」という観点を強
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調すると、どうしても結果志向的、つまり「修復」された成果に重点が

置かれ、行為者にも被害者にも「こうあるべき」という必要以上のプレッ

シャーがかかる。結果を求めれば求めるほど、RJの過程における「謝

罪」や「赦し」が形骸化してしまう危険性がある。本来重要なのは、RJ

の過程で「何が生じたか」ということ、プロセスそのものである。その

過程に行為者が、被害者が、コミュニティがいかに寄与したか、（その

一部が犯罪という現象をきっかけに顕在化した）犯罪に内在する問題性

は何か、その中でも解決していくべき問題とは何かを共有することこそ、

対話によって得られるべき成果であろう。

　現行刑事司法に、RJからその理念を学び、その理念に基づく制度を

組み入れようとする時、刑事司法がRJの表層たる制度のみを引用する

のであれば、それは懲罰的司法の温床、もしくは行為者・被害者・コミュ

ニティの権利を侵害し得るものとなる危険性がある。しかし、行為者・

被害者・コミュニティへのエンパワーメントを基礎として、社会に対し

て開かれた刑事司法としての明確な哲学を一貫させることを目標とする

ならば、刑事司法は新たな局面を迎えるのかもしれない。
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